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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

営業収益 (百万円) 9,774 23,650 15,260 16,109 17,759

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 3,074 4,810 △68 2,926 3,826

当期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) 3,045 2,978 △1,648 △ 420 1,031

純資産額 (百万円) 16,217 29,149 31,423 27,866 26,810

総資産額 (百万円) 89,284 160,051 130,694 124,838 108,926

１株当たり純資産額 (円) 434.19 711.78 617.40 596.97 599.14

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額(△)

(円) 91.52 77.17 △41.03 △ 10.46 25.68

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

(円) 91.05 77.09 ─ ― 25.30

自己資本比率 (％) 18.2 18.2 18.8 19.2 22.1

自己資本利益率 (％) 32.1 13.1 △6.1 △ 1.7 4.3

株価収益率 (倍) 19.2 29.4 ─ ― 7.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,978 5,719 △5,026 △ 48 5,149

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △149 △ 9,856 4,084 △ 2,532 △ 98

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,084 10,237 1,067 2,802 1,875

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 6,040 12,466 12,861 11,707 15,618

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
2,133
[ 8]

3,235
[ 11]

3,296
[ 10]

4,019
[ 6]

4,166
[ 2]

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　第48期におきまして、当社は平成16年７月30日付で株式１株を株式５株に分割しております。

３  第50期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

４  第50期及び第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

営業収益
(うち受入手数料)

(百万円)
6,742
(5,230)

7,835
(4,834)

3,925
(2,707)

180
(    ―)

212
(   ―)

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 2,507 3,174 △ 569 △ 598 △ 272

当期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) 2,799 2,110 △ 1,200 △ 399 △ 2,057

資本金 (百万円) 7,498 12,223 12,223 12,223 12,223

発行済株式総数 (株) 37,353,50040,953,50040,953,50040,953,50040,953,500

純資産額 (百万円) 15,995 27,443 23,757 23,514 21,713

総資産額 (百万円) 76,958 105,761 75,007 24,514 24,553

１株当たり純資産額 (円) 428.23 670.12 596.21 582.30 537.73

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

8.00

(―)

15.00

(―)

─

(―)

─

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額(△)

(円) 84.13 54.70 △ 29.86 △ 9.90 △ 50.96

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

(円) 83.70 54.65 ─ ― ―

自己資本比率 (％) 20.8 25.9 31.7 95.9 88.4

自己資本利益率 (％) 29.8 9.7 △4.7 △1.7 △ 9.1

株価収益率 (倍) 20.9 41.4 ─ ─ ─

配当性向 (％) 9.5 27.3 ─ ― ―

株主資本配当率 (％) 1.9 2.2 ─ ― ―

自己資本規制比率 (％) 938.6 348.6 394.2 ― ―

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
176
[　8]

191
[  2]

194
[  7]

3
[ ―]

3
[ ―]

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。
　

２  自己資本規制比率は証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」の定めによ

り決算数値をもとに算出したものであります。なお、第48期及び第49期は配当金による社外流出額を差引いて

算出しております。

３　第48期におきまして、当社は平成16年７月30日付で株式１株を株式５株に分割しております。

４  第50期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

５  第50期、第51期及び第52期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６  第51期より会社分割により、純粋持株会社に移行いたしましたので第50期までの数値と比較して大幅に変化

しております。
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２【沿革】

昭和33年１月21日資本金5,000万円をもって東京都中央区日本橋兜町１丁目２番地に協立証券株式会社
を設立

昭和33年３月１日東京証券取引所正会員となり営業を開始

昭和34年６月12日飯能支店を新設、同年８月６日営業を開始

昭和38年２月25日本社を東京都中央区日本橋２丁目７番３号に移転

昭和43年４月１日証券取引法に基づく免許証券会社となる。

昭和47年８月15日「公社債の払込金の受入及び元利金支払の代理業務」の兼業承認

昭和53年９月１日立石支店を新設、同年10月４日営業を開始

昭和57年７月22日「証券投資信託受益証券の収益金、償還金および一部解約金支払いの代理業務」の兼
業承認

昭和58年６月21日「保護預り公共債を担保として金銭を貸付ける業務」の兼業承認

昭和60年５月13日「譲渡性預金の売買、売買の媒介、取次および代理業務」の兼業承認

昭和61年３月31日「円建銀行引受手形の売買および売買の媒介等の業務」の兼業承認

昭和62年11月20日「国内で発行されるコマーシャルペーパーの発行に係わる代理業務・売買・売買の
媒介・取次および代理業務」の兼業承認

昭和63年６月28日外為法に基づく指定証券会社となる。

昭和63年７月１日資本金20億356万５千円となる。

昭和63年９月９日「有価証券に関する常任代理業務」の兼業承認

昭和63年９月９日「譲渡性預金証書およびコマーシャルペーパーで外国において発行されたものの売
買・売買の媒介および代理業務」の兼業承認

昭和63年10月31日「抵当証券の販売の媒介および保管業務」の兼業承認

平成２年４月１日 資本金30億356万５千円となる。

平成２年５月10日「株式事務の取次ぎ業務」および、「金地金の売買、売買の媒介、取次ぎおよび代理な
らびに保管業務」の兼業承認

平成８年６月10日「保護預り有価証券を担保として金銭を貸付ける業務」の兼業業務変更承認

平成９年９月30日資本金９億1,710万円となる。

平成11年１月29日株式会社エイチ・アイ・エス代表取締役社長の澤田秀雄氏が、当社発行済株式総数の
70％を超す大株主となる。

平成11年３月31日資本金12億1,710万円となる。

平成11年４月１日エイチ・アイ・エス協立証券株式会社に社名変更。コールセンター取引開始

平成11年６月23日池袋支店を新設

平成11年10月８日資本金12億9,616万2,500円となる。

平成12年１月12日株式会社エイチ・アイ・エスの特定子会社となる。

平成12年１月17日インターネット取引開始

平成12年１月24日投資顧問業を登録

平成12年３月６日資本金18億2,741万2,500円となる。

平成12年８月30日「広告取扱業」の業務承認

平成13年２月28日資本金31億7,549万2,500円となる。

平成13年３月14日株式会社エイチ・アイ・エスの特定子会社ではなくなる。

平成13年４月１日エイチ・エス証券株式会社に社名変更

平成14年５月１日大阪証券取引所正会員となる。

平成14年７月１日本社を東京都渋谷区に移転

平成14年８月19日大阪支店を新設

平成14年８月27日資本金33億3,299万2,500円となる。

平成14年９月10日当社初主幹事会社を株式公開

平成14年10月15日新宿支店を新設

平成15年１月24日福岡証券取引所特定正会員となる。

平成15年２月14日株式会社エイチ・エスインベストメントを子会社とする。

平成15年３月25日株式会社エイチ・エスインベストメントがAGRICULTURALBANKOFMONGOLIA(AG銀行)の
株式100％を取得する。

平成15年７月31日株式会社エイチ・エスインベストメントがAGRICULTURALBANKOFMONGOLIA(AG銀行)の
株式40％を譲渡する。

平成15年11月25日横浜支店を新設

平成15年12月24日名古屋証券取引所正会員となる。

平成16年２月６日札幌証券取引所特定正会員となる。

平成16年５月６日本社を東京都新宿区に移転

平成16年10月13日大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」に上場
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平成16年10月14日資本金74億9,851万2,500円となる。

平成16年12月13日ジャスダック証券取引所取引参加者となる。

平成17年１月11日「顧客紹介業」の業務承認

平成17年１月17日福岡支店を新設

平成17年２月28日虎ノ門支店を新設

平成17年６月22日オリエント貿易株式会社を子会社とする。

平成17年８月22日名古屋支店を新設
平成17年11月30日資本金122億2,331万2,500円となる。
平成18年７月21日21世紀アセットマネジメント株式会社の当社保有全株式を第三者へ譲渡する。
平成18年９月28日エイチ・エス証券分割準備株式会社設立
平成18年11月24日エイチ・エス債権回収株式会社設立
平成19年３月９日虎ノ門支店を閉鎖
平成19年４月１日エイチ・エス証券株式会社が澤田ホールディングス株式会社に商号変更
平成19年４月１日エイチ・エス証券分割準備株式会社がエイチ・エス証券株式会社に商号変更
平成19年９月３日株式会社エイチ・エスインベストメントがエイチ・エスファイナンス株式会社に社

名変更
平成19年９月３日エイチ・エスファイナンス株式会社を分割会社とし、新設する株式会社エイチ・エス

インベストメントを承継会社とする分割型新設分割を行う。
平成19年９月18日エイチ・エス損害保険プランニング株式会社がエイチ・エス損害保険株式会社に商

号変更
平成19年10月26日エイチ・エス損害保険株式会社が損害保険業免許を取得
平成19年11月１日エイチ・エスファイナンス株式会社を吸収合併
平成19年11月20日JHKパートナーズファンド（投資事業組合）を解散
平成19年12月25日日本エムアンドエイマネジメント株式会社の当社保有全株式を第三者へ譲渡する。
平成20年１月７日H.S.International (Asia) Limited設立

平成20年４月１日オリエント貿易株式会社がエイチ・エス・フューチャーズ株式会社に商号変更

平成20年４月17日HSI-VLOH投資事業組合を解散

平成20年10月24日HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合を解散
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３【事業の内容】

当社及び当社の関係会社(連結子会社10社、関連会社５社)の主たる事業は、証券業務を中心に有価証券及

びデリバティブ商品の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集及び売

出しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、有価証券に関する投資顧問業務その他の証券業務、ベンチャー

キャピタル業務、銀行業務、M&A業務、投資信託委託業務、資産管理運用業務、債権管理回収業務を営んでいる

投資及び金融サービス業であります。

事業の系統図は次のとおりであります。

　 ●：連結子会社

▲：持分法適用関連会社

当グループは、当社、連結子会社10社、持分法適用関連会社５社で構成されており、当グループの事業にお

ける位置付けは次のとおりであります。

　証券関連事業・・・エイチ・エス証券株式会社、オリエント証券株式会社

　　銀行関連事業・・・ハーン銀行（Khan Bank LLC)

  　商品先物関連事業・エイチ・エス・フューチャーズ株式会社

　　その他事業・・・・株式会社エイチ・エスインベストメント、エイチ・エス債権回収株式会社、

H.S. International (Asia) Limited、エイチ・エス損害保険株式会社、パワーア

セットマネジメントリミテッド、エイチ・エス・アシスト株式会社、オリエント ア

セット マネジメントLLC、株式会社外為どっとコム、九州産業交通ホールディング

ス株式会社（他２社）
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４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

エイチ・エス証券株式会
社(注)2,6

東京都新宿区 3,000
第一種金融商
品取引業

100.0
役員の兼任
当社役員中６名がその役員を兼任しており
ます。

株式会社エイチ・エスイ
ンベストメント

東京都新宿区 90
ベンチャー
キャピタル業

100.0

①役員の兼任
当社役員中２名がその役員を兼務しており
ます。
②営業上の取引
投資事業組合を組成し、当社が投資してお
ります。

ハーン銀行
(Khan Bank LLC)
(注)2,5

モンゴル国
ウランバートル市

千トゥグルグ
12,334,792

銀行業
52.9
(10.5)

　役員の兼任
当社役員中２名がその役員を兼務しており
ます。

HS-IPO投資事業有限責任
組合（注）2

東京都新宿区 1,444投資業務
100.0
(1.0)

―

エイチ・エス・フュー
チャーズ株式会社

東京都新宿区 450
商品先物取引
業

100.0
役員の兼任
当社役員中２名がその役員を兼務しており
ます。

オリエント証券株式会社 東京都中央区 838
第一種金融商
品取引業

100.0
(100.0)

役員の兼任
当社役員中１名がその役員を兼務しており
ます。

オリエント・アセット・
マネジメントLLC

米国
カリフォルニア州

百万ドル
4
 
その他事業

94.9
(94.9)

―

エイチ・エス債権回収株
式会社

東京都中央区 500
債券管理回収
業

100.0
役員の兼任
当社役員中３名が役員を兼務しておりま
す。

H.S. International
(Asia) Limited

中華人民共和国
香港

千香港ドル
42,511

その他事業 100.0
役員の兼任
当社役員中１名が役員を兼務しておりま
す。

エイチ・エス債権回収
2001号投資事業組合　　
（注）3

東京都中央区 105投資業務
30.0
（30.0)

―

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

パワーアセットマネジメ
ントリミテッド

バミューダ 50その他事業
50.0
(50.0)

①役員の兼任
　当社役員中１名がその役員を兼務してお　
　ります。
②営業上の取引
　投資信託の運用について、アドバイスを
　しております。

九州産業交通ホールディ
ングス株式会社（注）4

熊本県熊本市 1,065持株会社
46.9
(2.6)

　役員の兼任
　当社役員中１名が役員を兼務しておりま　　
　す。

株式会社外為どっとコム 東京都港区 776
第一種金融商
品取引業

35.5
(35.5)

―

エイチ・エス・アシスト
株式会社

東京都中央区 400
ベンチャー
キャピタル業

37.6
役員の兼任
当社役員中２名がその役員を兼務しており
ます。

エイチ・エス損害保険株
式会社

東京都新宿区 1,612損害保険業 49.6
役員の兼任
当社役員中１名がその役員を兼務しており
ます。

（注） １　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

２　特定子会社に該当しております。

３　持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

４　有価証券報告書を提出しております。

EDINET提出書類

澤田ホールディングス株式会社(E03770)

有価証券報告書

  7/104



５　ハーン銀行(Khan Bank LLC)については、営業収益(連結会社相互間の内部営業収益を除く)の連結営業収益に

占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等(1) 営業収益12,481百万円

　 (2) 経常利益 2,640百万円

　 (3) 当期純利益1,975百万円

　 (4) 純資産額 5,656百万円

　 (5) 総資産額59,685百万円
　 ６　エイチ・エス証券株式会社については、営業収益(連結会社相互間の内部営業収益を除く)の連結営業収益に占

める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等(1) 営業収益 2,899百万円

　 (2) 経常損失 1,048百万円

　 (3) 当期純損失 944百万円

　 (4) 純資産額 4,535百万円

　 (5) 総資産額26,801百万円
　

　

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

証券関連事業 223[ 2]

銀行関連事業 3,838[―]

商品先物関連事業 87[―]

その他事業 18[―]

合計 4,166[ 2]

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　上記のほか、歩合外務員は５名であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年令(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

3[―] 32.3 1.6 4,539,292

(注) １　平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]に年間の平均人員を外数で記載しております。なお、アルバイ

ト・パートは除いた数であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社には労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。

当社の連結子会社であるエイチ・エス証券株式会社には労働組合が結成されており、エイチ・エス証券

従業員組合と称し、組合員数118名で構成されております。なお、労使関係は良好であります。

その他の連結子会社には労働組合はございません。

　

EDINET提出書類

澤田ホールディングス株式会社(E03770)

有価証券報告書

  8/104



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融不

安が深刻さを増し、下半期にかけて実体経済にも波及しました。欧米での消費が大幅に落ち込んだことに

より、これまで日本経済を牽引してきた自動車産業をはじめとする輸出産業は、生産調整とそれに伴う雇

用調整を行う等、深刻な影響を受けています。

　株式市況におきましては、米国大手証券会社の経営破綻等により金融不安が深刻化、世界規模での拡大

をみました。日本の株式市況もその影響を受け、平成21年３月には日経平均株価がバブル経済破綻後の最

安値を更新しました。また、新興市場におきましても、低迷が続いています。

　外国為替市場におきましては、急速な円高が進み、輸出産業は悪影響を受けましたが、一方で輸入品価格

の低下等、好影響を受けた分野もありました。

　このような環境の下、当社グループは証券関連事業等の低迷や投資有価証券の減損がありましたが、一

方で銀行関連事業や関連会社の寄与により着実に収益を計上しました。

　その結果、当社グループの当連結会計年度の営業収益は177億59百万円（前年同期比10.2％増）、経常利

益は38億26百万円（前年同期比30.7％増）、当連結会計年度の当期純利益は10億31百万円となりました。

　

事業別のセグメントの業績は次のとおりです。

①　証券関連事業

(受入手数料)

当連結会計年度の受入手数料は、14億８百万円(前年同期比34.6％減)となりました。

　
第51期

(自　19年４月１日
至　20年３月31日)

第52期
(自　20年４月１日
至　21年３月31日)

受入手数料(百万円) 2,152 1,408

委託手数料(百万円) 1,618 1,007

引受・売出・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料(百万円)

5 11

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧
誘等の取扱手数料(百万円)

68 37

その他の受入手数料(百万円) 460 351

　

委託手数料

当連結会計年度は、株式市況の低迷により取扱高が減少し、10億７百万円(同37.8％減)となりまし

た。

引受・売出・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

当連結会計年度は、11百万円(同107.8％増)となりました。
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募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

当連結会計年度は、37百万円(同44.7％減)となりました。

その他の受入手数料

当連結会計年度は、３億51百万円(同23.6％減)となりました。

(トレーディング損益)

外国債券の堅調な販売等により、11億81百万円(同429.4％増)となりました。　　

　
　
　

第51期
(自　19年４月１日
至　20年３月31日)

第52期
(自　20年４月１日
至　21年３月31日)

トレーディング損益(百万円) 223 1,181

株券等トレーディング損益(百万円) △ 25 684

商品有価証券等(百万円) △ 25 684

デリバティブ取引(百万円) ― ―

債券等トレーディング損益(百万円) 120 473

商品有価証券等(百万円) 120 473

デリバティブ取引(百万円) ― ―

その他のトレーディング損益(百万円) 127 24

　

(金融収支)

当連結会計年度の金融収益は、６億15百万円（同40.6％減）、金融費用は２億89百万円（同32.2％

減）となり、金融収益から金融費用を差し引いた金融収支は３億26百万円（同46.6％減）となりま

した。　　

(販売費及び一般管理費)

当連結会計年度は経費削減等に努めた結果、販売費及び一般管理費は41億87百万円（同12.8％

減）となりました。

　以上の結果、証券関連事業の営業収益は32億５百万円(同6.1％減)、営業損失は12億70百万円（同

30.0％減）となりました。

②　銀行関連事業

ハーン銀行につきましては、前年同期に引き続き農村部を中心とした営業活動に加え、都市部でも

営業活動を行い、営業収益は124億81百万円（同28.5％増）、営業利益は26億45百万円（同3.8％増）

となりました。
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③　商品先物関連事業

エイチ・エス・フューチャーズ株式会社につきましては、徹底したコスト削減を推進しましたが、

平成20年12月に農林水産省及び経済産業省より43営業日の受託業務停止の行政処分を受け、コンプ

ライアンス体制の強化及び従来の営業体制の抜本的な見直しを行った結果、商品先物関連事業の営

業収益は13億67百万円(同48.1％減)、営業損失は13億60百万円となりました。

　④　その他事業

その他事業につきましては、ベンチャーキャピタル業では減収であったものの、債権管理回収業で

は着実に収益を上げたこともあり、その他事業の営業収益は８億67万円(同71.3％増)、営業利益は17

百万円（前年同期は２億87百万円の営業損失）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

　①　日本

日本国内における業績は、証券業及び商品先物業の委託手数料の減少及び所有株式の評価損等に

より、営業収益は52億34百万円（同18.0％減）、営業損失は25億73百万円となりました。

　②　アジア

モンゴルにおける銀行関連業務は、貸出業務の拡大に伴い営業収益は124億82百万円（同28.5％

増）、営業利益は26億28百万円（同3.2％増）となりました。

　③　アメリカ

アメリカにおける投資顧問業は、運用収益の増加により営業収益は49百万円（同47.8％増）、営業

利益は16百万円（前年同期は７百万円の損失）となりました。

 

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、39億10百万円増加し156億

18百万円となりました。

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は51億49百万円の資金増加となりました。これは主として預

金の増加148億62百万円、信用取引資産の増加107億95百万円等によるものです。

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、主に有形固定資産の取得による支出15億93百万円等によ

るもので98百万円の資金減少となりました。

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、主に借入金の増加18億82百万円等により18億75百万円の

増加となりました。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

該当事項はありません。
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３ 【対処すべき課題】

　　会社の経営の基本方針

当社グループは、金融業界の規制緩和による総合金融サービスへのニーズ、個人金融資産の運用ニーズの

多様化等の時代の変化を的確に捉え、各種金融サービス事業の拡充、成長性の高い事業分野の強化を図って

おります。今後も、グループ各社のシナジー効果が十分に発揮され、お客様に対し総合的な金融サービスが

提供できるよう連携を強めるとともに、さらにグループ全体の統治と管理、コンプライアンス体制の強化に

取り組んでいく所存であります。

　

４ 【事業等のリスク】

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。なお、当社はこれらの事業別リスクの発生可能性を認識した上で、当社グループ全体として、リ

スク発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。

a) 証券業

証券業は、当社グループにおける主要事業を担っており、当社グループの連結業績に影響を与える可能性が

あります。

①証券市場の変動による影響について 

株式市場において相場の低迷、取引の停滞・減少があった場合には、当社証券子会社の顧客数又は一人当た

り取引高は停滞・減少する事態が想定され、株式売買手数料の減少等により、当社グループの連結業績に影響

を与える可能性があります。

②法規制について

証券子会社においては、トップマネジメントの監督の下、内部管理統括責任者、コンプライアンス統括部な

どが連携し、法令遵守のための内部管理組織の整備、コンプライアンスマニュアルの周知徹底を図っておりま

す。しかしながら、今後何らかの理由により行政上の指導、勧告を受けた場合には、当社グループの連結業績に

影響を与える可能性があります。 

　金融商品取引法及び関係法令は、証券会社に対して自己資本規制比率を一定以上維持することを義務付けて

おります。証券子会社の３月31日現在の自己資本規制比率は、エイチ・エス証券株式会社は337.8％、オリエン

ト証券株式会社は533.1％であり、十分な余裕をもって経営に当たっておりますが、今後何らかの理由により

当該比率が120％を下回った場合には、監督官庁の指導、命令などを通して当社グループの連結業績に影響を

与える可能性があります。 

　また証券会社は、金融商品取引法及び関係法令、金融商品販売法等の消費者保護に関する法令、市場秩序に関

する法令等、幅広い規制を受けており、これらの規制が変更された場合、規制に対応する為のコスト増から当

社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。

③競合について

　近年、インターネット証券会社を中心に手数料・サービス競争は過熱しており、今後の他社動向によっては、

商品提供、新サービスの提供を含むより厳しい競争も想定されます。その場合、新たな商品を開発する費用、新

システムを導入する費用、販売促進費、情報通信設備への投資などのコスト増により、当社グループの連結業

績に影響を与える可能性があります。
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④個別業務について

１）信用取引について 

　信用取引については、株式市場の変動に起因して、顧客が損失を被った場合又は代用有価証券の評価額が下

落した場合、受け入れている担保が十分でなくなる可能性があります。リスク管理は徹底しておりますが、顧

客からの信用貸付金の回収が想定以上に滞る場合には当該業務の業績に影響を与える可能性があります。 

２）トレーディングについて 

　トレーディング部門においては、運用ルールに従い、ポジションの評価損益を日次で内部管理統括責任者に

報告すると共に、取引内容に関してリスク管理部署からの牽制も受けております。しかしながら、株式市場に

おいて想定外の価格変動があった場合、当該業務の業績に影響を与える可能性があります。 

３）主幹事業務について 

　主幹事業務において、証券子会社が主幹事証券会社を務める企業が新規上場する過程あるいは上場後に社会

的評価が低下するような事態を招いた場合には、その主幹事証券会社である当社証券子会社の評価にも影響

を与える可能性があります。その場合、主幹事業務の推進に支障をきたすことに加えて、当該業務の業績に影

響を与える可能性があります。

b)銀行業

ハーン銀行は、モンゴル国において銀行業務を行っており、当社グループの連結業績に影響を与える可能性

があります。

①金利・為替相場等の変動による影響について

同行はモンゴル国内において、主に現地通貨建てで業務を行なっているため、以下に挙げる金利、社会・政

治情勢の影響を受ける可能性があります。

１）金利リスクについて

モンゴル国内の金利が大きく変動する場合、顧客に対する貸出金利の低下、顧客からの預金に対する利払い

の増加などにより、当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。

２）為替リスクについて

同行は現地通貨（トゥグルグ）建てで業務を行っております。そのため、為替相場の動向次第では、同行の

業績の如何にかかわらず当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。

３）カントリーリスクについて

モンゴル国は旧共産圏であり、1990年２月のモンゴル国憲法の施行により共和制へと移行し、市場経済化が

推進されております。近年は高い経済成長率を維持しており、今後も引き続きプラス成長が予想されていま

す。しかしながら、今後、政府債務の増大、貿易赤字の増加などにより、インフレ率の急進、政治・社会情勢の混

乱、税務及び規制等環境の変化が起こった場合には、貸倒れの増加などを通じて当社グループの連結業績に影

響を及ぼす可能性があります。　

②法規制について

同行は、モンゴル国の中央銀行であるモンゴル銀行による規制・監督下に置かれているため、今後当該規制

が変更された場合、規制に対応するためにコスト増から当社グループの連結業績に影響を与える可能性があ

ります。

c) 商品先物業

①法的規制のリスク

　商品先物の業務は許認可制であり、諸規制法令により制約があります。昨今の社会情勢の流れから主務省及

び規制団体等による法的規制が強化される可能性があり、総合取引所構想など東京工業品取引所、東京穀物取

引所そのものの改編、取引システムの変更といった業界環境の変化の可能性があります。その場合には、営業

活動の制約により、当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。またこれら法令・規制に則っ
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た営業体制の確立に努めておりますが、何らかの理由により行政上の指導、勧告等を受けた場合には、当社グ

ループの連結業績に影響を与える可能性があります。

②商品先物市場の価格変動によるリスク

商品先物市場の価格変動により、取引の停滞・減少があった場合は当社グループの連結業績に影響を与え

る可能性があります。

③訴訟によるリスク

商品先物取引を行ったお客様が結果的に損失を被った場合、訴訟に発展する可能性があります。この場合に

は、社会的信用の低下、訴訟に係る費用増等のリスクがあります。

④新規事業に関するリスク

エイチ・エス・フューチャーズ株式会社では、行政処分を受け、コールセンター取引の開始、セミナーの拡

充、有料会員向けの情報サービスの提供等、新規事業によりビジネスモデルの再構築を図る努力を行っており

ます。しかしながら、事業進展が計画通り進まない場合には、当社グループの連結業績に影響を与える可能性

があります。

d) その他金融業

損害保険業につきましては、外部環境の変化（テロ、感染症、自然災害、巨大事故等）による保険料収入の減

少や支払保険金の増加が、当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。投資関連事業において

は、取得した有価証券の価額変動、投資した企業の業績によって当社グループの連結業績が影響を受ける可能

性があります。サービサー事業においては、金融機関、ノンバンク、投資ファンド等からの債権回収の受託、譲

受債権の回収を展開してまいりますが、債権回収の受託、債権の譲受及びその債権の回収が計画通りに進まな

い場合、当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。 

　また、当社は九州産業交通ホールディングス株式会社への出資を企業再生ビジネスと位置づけ、同社の再生、

企業価値向上へと取り組んでおりますが、同社の再生が計画通り進まない場合、当社グループの連結業績に影

響を及ぼす可能性があります。

e) システムについて

証券子会社、商品先物子会社においては、コンピュータシステムにより顧客からのインターネットによる取

引の受注や取引の執行・決済に関するデータ処理を行なっております。従って、今後予期せぬシステム障害が

起こった場合には、証券子会社、銀行子会社及び商品先物子会社の事業に重大な支障が生じ、当社グループの

連結業績に影響を与える可能性があります。

f) 個人情報保護について

  当社グループにおける顧客情報の管理については、各社厳重な管理を行っておりますが、想定していなかっ

た経路より外部に情報が流出した際には、金融グループとしての信用に悪影響を及ぼし、当社グループの連結

業績に影響を与える可能性があります。

g) 主要株主について

  現在、当社代表取締役社長でもある澤田秀雄個人が大株主となっており、澤田個人及び関連企業において実

質的に29％を保有しておりますので、当社株主総会の承認を要する事項（取締役・監査役の選任・解任、配当

実施など）全てに大きな影響力を持っております。何らかの事情により澤田秀雄の業務遂行に支障をきたす

状況が生じた場合、当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。

尚、上記の記載のうち、将来に関する事項は、別段の記載がない限り本書開示日現在において当社が判断し

たものに限られており、全てのリスク要因を網羅するものではありません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

(銀行関連業務)
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締結年月 契約内容

契約の締結当事者

内容
会社名 相手先

平成18年12月
ハーン銀行に対する
　マネジメント契約

当社、ハーン銀行
(Khan Bank LLC)

DEVELOPMENT　
ALTERNATIVES　　　　

INC

内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハーン
銀行の経営全般に関する委託契約　　　　期
間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成
18年12月から平成22年12月まで

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は、1,089億26百万円（前連結会計年度末比159億11百万円減）となりました。

（流動資産）

流動資産は、顧客分別金信託、信用取引貸付金等の減少により892億23百万円(同146億82百万円減)とな

りました。

（固定資産）

固定資産は、有形固定資産が29億67百万円（同12億19百万減）、無形固定資産は10百万円(同１億68百

万円減)、投資その他の資産は167億25百万円(同１億58百万円増)となり、その結果、固定資産合計は197億

３百万円(同12億29百万円減)となりました。

（流動負債）

流動負債は、信用取引借入金、短期借入金、顧客からの預り金、預り証拠金等の減少により751億26百万

円(同172億36百万円減)となりました。

（固定負債）

固定負債は長期借入金の増加等により67億33百万円（同30億３百万円増）、特別法上の準備金２億55

百万円（同６億23百万円減）となり、負債合計は821億16百万円(同148億55百万円減)となりました。

（純資産）

純資産の部では、株主資本は257億33百万円(同10億33百万円増）、純資産合計は268億10百万円(同10億

56百万円減)となりました。

(2) 経営成績の分析

（営業収益）

当連結会計年度における営業収益は177億59百万円(前連結会計年度比10.2％増)となりました。営業収

益が増加した主な要因は、銀行業務における収益の増加によるものです。

（販売費及び一般管理費）

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は123億88百万円(同1.4％減)となりました。これは商品業務

従業員の減少等による人件費２億99百万円の減少（同5.0％減）をはじめ、取引関係費、事務費等の減少

によるものです。

（営業利益）

当連結会計年度の営業利益は70百万円となりました。

（経常利益）

当連結会計年度の経常利益は38億26百万円（同30.7％増）となりました。これは主として持分法によ

る投資利益及び負ののれん償却額等によリ営業外収益が増加したことによるものです。
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（当期純利益）

当連結会計年度の当期純利益は10億31百万円となりました。これは主として固定資産売却益、金融商品

取引責任準備金戻入等により特別利益が増加したものの、投資有価証券評価損や減損損失等により特別

損失並びに少数株主利益が生じたことによるものです。

　

(3)　キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は51億49百万円の資金増加（前年同期比51億97百万円の増加）

となりましたが、これは主として預金の増加、信用取引資産の増加等によるものです。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は98百万円の資金減少（同24億34百万円の増加）となりました

が、これは主として有形固定資産及び投資有価証券の取得による支出等によるものです。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は18億75百万円の資金増加（同９億26百万円の減少）となりま

したが、これは主として長期借入金の増加等によるものです。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施した設備投資等の総額は16億15百万円であります。

　部門別には、証券関連事業で23百万円、銀行関連事業で15億51百万円、商品先物関連事業で９百万円、その

他事業で30百万円であります。

なお、当連結会計年度において、商品先物関連事業の次の主な設備を売却しており、その内容は以下のとお

りであります。

会社名 事業所名 所在地 設備の内容 売却時期
前期末帳簿価額　　　　
（百万円）

エイチ・エス・フュー
チャーズ株式会社

旧本社ビル
福岡県　　　　福
岡市

土地・建物 平成20年7月 1,118

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成21年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
器具備品
・運搬具

その他 合計

澤田ホールディングス株
式会社

新宿本店
(東京都新宿区)

その他事業 情報機器 ― 0 ― 0 3

　
　

(2) 国内子会社

平成21年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
器具備品
・運搬具

その他 合計

エイチ・エス証券株式会
社

新宿本店
(東京都新宿区
他８店舗)

証券業 情報機器 0 0 ― 0 193

株式会社エイチ・エスイ
ンベストメント

新宿本店
(東京都新宿区)

その他事業 情報機器 1 0 ― 1 0

株式会社エイチ・エス債
権回収株式会社

新宿本店
(東京都中央区)

その他事業 情報機器 9 1 8 19 14

エイチ・エス・フュー
チャーズ株式会社

新宿本店
(東京都新宿区)

商品先物業 情報機器 74 0 57 131 87

　

(3) 在外子会社

平成20年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
器具備品
・運搬具

その他 合計

ハーン銀行
（Khan Bank LLC ）

モンゴル国 
(ウランバートル
市他491店舗)

銀行関連事
業

販売設備
情報機器

1,3511,214 246 2,8123,838

Orient Asset
Management LLC

アメリカ合衆国
(カリフォルニ
ア州)

その他事業 情報機器 ― 1 ― 1 1

H.S. International
(Asia)Limited

中華人民共和国
(香港)

その他事業 情報機器 ― 0 ― 0 0

(注)１．在外子会社の決算日は平成20年12月31日であり、連結財務諸表の作成に当たっては、同決算

　　　　日現在の財務諸表を使用しているため、平成20年12月31日現在の金額を記載しております。
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　　２．帳簿価格「その他」の内容は、土地及び建設仮勘定であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 149,000,000

計 149,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,953,50040,953,500

大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・
マーケット－「ヘラ

クレス」

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式。
単元株式数は100株でありま
す。

計 40,953,50040,953,500― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  平成17年６月24日定時株主総会決議

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個)
　①　　　  1,230 
  ②           60

　①　　　  1,220 
  ②           60

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)
　①　　　123,000
  ②　　　  6,000

　①　　　122,000
  ②　　 　 6,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)
１株につき2,350
１株につき2,499

    同左

新株予約権の行使期間
 自　平成20年7月 1日
 至　平成25年6月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

　①　発行価格    2,350
　　　資本組入額  1,175
　②　発行価格　　2,499
　　　資本組入額　1,250 

      同左
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事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の行使の条件

新株予約権の発行時において
当社又は当社関係会社の取締
役、監査役、従業員であった新
株予約権者は、新株予約権行
使時においても、当社又は当
社関係会社の取締役、監査役
もしくは従業員であることを
要する。ただし、当社又は当社
関係会社の取締役もしくは監
査役を任期満了により退任し
た場合、その他正当な理由が
あり当社取締役会の承認を得
た場合はこの限りではない。
新株予約権の発行時において
当社又は当社関係会社と顧問
契約を締結している顧問で
あった新株予約権者は、新株
予約権の行使時において、当
社又は当社関係会社の取締
役、監査役、従業員、嘱託社員
または顧問であることを要す
る。ただし、当該新株予約権者
が新株予約権行使時におい
て、当社又は当社関係会社の
取締役、監査役、従業員、嘱託
社員または顧問のいずれでも
ない場合であっても、新株予
約権の行使に先立ち、当該行
使にかかる新株予約権の数及
び行使の時期につき、当社取
締役会の承認を得た場合には
この限りではない。
新株予約権者が死亡した場合
は、相続人がこれを行使でき
るものとする。ただし、「新株
予約権割当契約」に定める条
件による。
そのほかの条件は、株主総会
及び新株予約権発行の取締役
会決議に基づき、当社と新株
予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分は
認めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

─ ─

 ① 平成17年７月21日取締役会決議
 ② 平成17年９月20日取締役会決議
　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年６月18日(注１) ― 5,917,700 ― 3,332,992△959,923 ―

平成16年７月１日(注２) 23,0005,940,7007,8203,340,8127,820 7,820

平成16年７月５日(注２) 10,0005,950,7003,4003,344,2123,400 11,220

平成16年７月７日(注２) 5,0005,955,7001,7003,345,9121,700 12,920

平成16年７月30日(注３)23,822,80029,778,500 ― 3,345,912 ― 12,920

平成16年10月12日(注４)7,500,00037,278,5004,147,5007,493,4126,315,0006,327,920

平成16年10月14日(注５)75,00037,353,5005,1007,498,5125,1006,333,020

平成17年６月22日(注６) 100,00037,453,5006,8007,505,3126,8006,339,820

平成17年11月30日(注７)3,500,00040,953,5004,718,00012,223,3124,717,40511,057,225

　 (注) １　平成16年６月18日開催の定時株主総会において、資本準備金を959,923千円減少し、欠損てん補することを決議

しております。

２　新株予約権の権利行使によるものであります。(発行価格680円、資本組入額340円)

３　株式分割１：５

４　有償一般募集(ブックビルディング方式)

発行価格 1,500円

発行価額 1,105円

引受価額 1,395円

資本組入額 553円

５　新株予約権の権利行使によるものであります。（発行価格136円、資本組入額68円）

６  新株予約権の権利行使によるものであります。（発行価格136円、資本組入額68円）

７　発行形態 　　公募増資

発行した株式の種類及び発行数 　　普通株式 3,500,000株

１株の引受価格 　　2,695.83円

上記のうち資本組入額 　　1,348円

上記のうち資本準備金積立額 　　1,347.83円

　

(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 5 16 83 30 10 5,222 5,366 ―

所有株式数
(単元)

― 4,3313,25586,753132,618159 182,313409,42910,600

所有株式数
の割合(％)

― 1.1 0.8 21.2 32.4 0.0 44.5 100 ―

(注) １　自己株式573,157株は「個人その他」に5,731単元及び「単元未満株式の状況」に57株を含めて記載しており

ます。なお、自己株式573,157株は実質的な所有株式数であります。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

澤田　秀雄 東京都渋谷区 10,628 25.95

ゴールドマンサックスインター
ナショナル(常任代理人 ゴール
ドマン・サックス証券株式会社)

東京都港区六本木６丁目10番１号　六本木ヒ
ルズ森タワー（常任代理人）

9,364 22.86

ワールド・キャピタル株式会社 東京都日野市多摩平１丁目10番３号 6,699 16.35

ドイチェバンクアーゲーロンド
ンピービーノントリティークラ
イアンツ６１３(常任代理人 ド
イツ証券株式会社）

東京都千代田区永田町２丁目11番１号　山王
パークタワー（常任代理人）

1,335 3.26

有限会社秀インター 東京都渋谷区松涛１丁目７-26 1,100 2.68

エイアイユーインシュアランス
カンパニー(常任代理人　シティ
バンク銀行株式会社)

東京都品川区東品川２丁目３番14号
（常任代理人）

600 1.46

澤田ホールディングス株式会社
東京都新宿区西新宿６丁目８番１号
住友不動産新宿オークタワー27Ｆ

573 1.39

神蔵　孝之 東京都渋谷区 567 1.38

ジェーピーモルガンチェースバ
ンク380055(常任代理人　株式会
社みずほコーポレート銀行兜町
証券決済業務室)

東京都中央区日本橋兜町６番７号
（常任代理人）

429 1.04

ユービーエスエージーロンドン
アカウントアイピービーセグリ
ゲイテッドクライアントアカウ
ント(常任代理人　シティバンク
銀行株式会社)

東京都品川区東品川２丁目３番14号
（常任代理人）

378 0.92

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 257 0.62

計 ― 31,933 77.97

（注）１ 前事業年度末現在主要株主であった稲井田安史、日本マスタートラスト信託銀行株式会社信託口、資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託口）、バンクオブニューヨークヨーロッパリミテッドルクセンブルグ1318

00は、当事業年度末では主要株主ではなくなり、神蔵孝之、ジェーピーモルガンチェースバンク380055、ユー

ビーエスエージーロンドンアカウントアイピービーセグリゲイテッドクライアントアカウント、大阪証券金

融株式会社が新たに主要株主となりました。

（注）２ タワー投資顧問株式会社から平成20年10月15日付の大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成20年10

月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点におけ

る所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

タワー投資顧問株式会社
東京都港区芝大門１丁目12番16号　住友芝大
門ビル２号館

11,050 26.98

（注）３ ブラックロック・ジャパン株式会社及び共同保有者である他２社から平成19年10月19日付の大量保有報告書

の変更報告書の提出があり、平成19年10月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けております

が、当社として当事業年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ブラックロック・ジャパン株式
会社　他２社

東京都千代田区丸の内１丁目７番12号　サピ
アタワー

1,975 4.82
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 573,100
(相互保有株式）
普通株式 270,300

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

40,099,500
400,995 同上

単元未満株式 普通株式 10,600 ― 同上

発行済株式総数 40,953,500― ―

総株主の議決権 ― 400,995 ―

(注) 　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　57株

相互保有株式　　エイチ・エス・フューチャーズ株式会社　　71株

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
澤田ホールディングス株式
会社

東京都新宿区西新宿六丁目
８番１号住友不動産新宿オ
ークタワー

573,100― 573,100 1.39

(相互保有株式）
エイチ・エス・フュー
チャーズ株式会社

東京都新宿区西新宿五丁目
３番２号インペリアル西新
宿ビル

208,500― 208,500 0.51

(相互保有株式）
エイチ・エス・アシスト株
式会社

東京都中央区銀座六丁目10
番16号パレ銀座ビル

61,800 ― 61,800 0.15

計 ― 843,400― 843,400 2.06
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

① 当社はストックオプション制度を採用しております。

     当該制度は、旧商法の規定に基づき、下記の付与対象者に対して特に有利な条件をもって新株　

　　 予約権を発行することを、平成17年６月24日の定時株主総会において特別決議されたものであ　

　　 ります。当該制度の内容は次のとおりであります。
　
　決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数
当社執行役員 ３名
当社従業員　181名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 300,000株を上限とする（注）1

新株予約権の行使時の払込金額 607,910,000円 (注)2

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日から平成25年６月30日まで

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の発行時において当社又は当社関係会社の取締役、監査

役、執行役員及び従業員であった新株予約権者は、新株予約権行使時

においても、当社の取締役、監査役、執行役員及び従業員であること

を要する。ただし、当社又は当社関係会社の取締役もしくは監査役を

任期満了により退任した場合、その他正当な理由のある場合にはこ

の限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人が新株予約権割当契約書に定

めるところにより権利を行使できるものとする。

③　そのほかの権利行使の条件は、新株予約権割当契約書に定めるところ

による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

─

(注) １ 　 当社が新株予約権を発行する日（以下「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式につき株式分割又は

株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未満の端数は切り捨てる。新株予約権の

目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数を乗

じた数とする。調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

　また、発行日以降、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、新株予約

権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数

を乗じた数といたします。

２　　①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の

行使、「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律79号）附則第５条第２項の規定に基づく自己株

式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）附則第６条第１項の規定に基づく新株

引受権権の行使の場合を除く。）は、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

　　 なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済み株式数から当社が保有する自己株式を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

といたします。

　　②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合

の比率に応じ比例的に調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、

合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものといたします。
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② 当社はストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役、執行役員及び従業員に対

して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成18年６月28日の定時株主総会において

特別決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成18年６月28日

付与対象者の区分及び人数 取締役、執行役員及び従業員（注）1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 100,000株を上限とする（注）2

新株予約権の行使時の払込金額  (注)3、4

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日から平成26年６月30日まで

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の発行時において当社又は当社関係会社の取締役、執行役

員及び従業員であった新株予約権者は、新株予約権行使時において

も、当社の取締役、執行役員及び従業員であることを要する。ただし、

当社又は当社関係会社の取締役を任期満了により退任した場合、そ

の他正当な理由のある場合にはこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人が新株予約権割当契約書に定

めるところにより権利を行使できるものとする。

③　そのほかの権利行使の条件は、新株予約権割当契約書に定めるところ

による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

─

(注) １　　付与対象者の区分及び人数の詳細は当定時株主総会後の取締役会で決議いたします。

　　 ２　　当社が新株予約権を発行する日（以下「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式

併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未満の端数は切り捨てる。新株予約権の目的

たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数を乗じた

数とする。調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

　また、発行日以降、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、新株予約

権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数

を乗じた数といたします。 

　　 ３　　各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当

たりの払込金額(以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

　行使価額は新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）における大阪

証券取引所における当社普通株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り

上げます。 

　ただし、当該価格が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、当該終値といたします。 

　　 ４　  ①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の

行使、「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律79号）附則第5条第２項の規定に基づく自己株式

の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）附則第６条第１項の規定に基づく新株引

受権権の行使の場合を除く。）は、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

ます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済み株式数から当社が保有する自己株式を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に読み替えるも

のといたします。 

②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併

合の比率に応じ比例的に調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。 

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、

合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものといたします。
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③ 会社法に基づき、下記の付与対象者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行するこ 

     とを、平成19年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の 

     内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成19年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役及び使用人(注）1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 200,000株を上限とする（注）2

新株予約権の行使時の払込金額 (注)3、4

新株予約権の行使期間 平成22年７月１日から平成27年６月30日まで

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けたものは、新株予約権行使時において

も、当社の取締役及び使用人ならびに当社子会社の取締役及び使用

人であることを要する。ただし、当社又は当社子会社の取締役を任期

満了により退任した場合、その他正当な理由のある場合にはこの限

りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人が新株予約権割当契約書に定

めるところにより権利を行使できるものとする。

③　そのほかの権利行使の条件は、新株予約権割当契約書に定めるところ

による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

─

(注) １　  付与対象者の区分及び人数の詳細は当定時株主総会後の取締役会で決議いたします。 

２　　当社が新株予約権を発行する日（以下「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式につき株式分割又は株

式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未満の端数は切り捨てる。新株予約権の目

的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数を乗じ

た数とする。調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

　また、発行日以降、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、新株予約

権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数

を乗じた数といたします。

３　　各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株

当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）における大阪

証券取引所における当社普通株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り

上げます。

　ただし、当該価格が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、当該終値といたします。

４　  ①当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株を発行または自己株式を処分する場合(新株予約権

の行使、「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律79号）附則第５条第２項の規定に基づく自己

株式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）附則第６条第１項の規定に基づく新

株引受権権の行使の場合を除く。）は、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

      なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済み株式数から当社が保有する自己株式を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に読み替えるも

のといたします。

    ②当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併

合の比率に応じ比例的に調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。

③当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、

合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものといたします。
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④ 会社法に基づき、下記の付与対象者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行するこ 

　　 とを、平成20年６月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の 

     内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員ならびに当社子会社の従業員(注）1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 800,000株を上限とする（注）2

新株予約権の行使時の払込金額 (注)3、4

新株予約権の行使期間 平成23年７月１日から平成28年６月30日まで

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けたものは、新株予約権行使時においても、

当社または、当社子会社の取締役等もしくは従業員の地位にあるこ

とを要する。ただし、当社又は当社子会社の取締役を任期満了により

退任した場合、その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人が新株予約権割当契約書に定

めるところにより権利を行使できるものとする。

③　そのほかの権利行使の条件は、新株予約権割当契約書に定めるところ

による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

─

(注) １　  付与対象者の区分及び人数の詳細は当定時株主総会後の取締役会で決議いたします。 

　　 ２　　当社が新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）以降、当社が当社普通株式につき株式分割又は株

式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、１株未満の端数は切り捨てる。新株予約権の目

的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数を乗じ

た数とする。調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

　また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整し、新株予約

権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていない新株予約権の総数

を乗じた数といたします。

　　 ３　　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受ける株式１株当たり

の払込金額(以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額といたします。 

　行使価額は新株予約権割当日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）の大阪証券取引

所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げま

す。 

　ただし、当該金額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、当該終値を行使価額といたします。

　　 ４　　新株予約権の割当後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整いたします。

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げます。

　調整後行使価額　＝　統制前行使価額　×　（１　÷　（分割・併合の比率））

②当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

      なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済み株式数から当社が保有する自己株式数

を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に読み替え

るものといたします。

③当社が資本金の額の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、か

かる資本金の額の減少の条件を勘案の上、合理的な行使価額を調整するものとする。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】  会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 921 393,370

当期間における取得自己株式 98 27,734

  (注) 当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ 

       る株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 573,157 ― 573,255 ―

  (注) 当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

　　 　買取による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、業績に対応した利益還元を行うことを基本方針としていますが、今後の事業展開と経営体質の強

化、財務内容の充実を図るために必要な内部留保を確保しつつ安定した配当を継続していく方針でありま

す。

  当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、当社及び当社グループの財政状態を勘案して、無配としており

ます。

　また、国内外での事業展開への備えとシステム投資等に投入していくとともに長期安定的な経営基盤の強

化を図るため必要な内部留保を確保して参ります。

　なお、当社は取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主または登録株式質

権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 1,995 3,870 2,340 857 705

最低(円) 889 1,490 738 482 158

(注)　株価は、大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」)におけるものであります。

当社株式は、平成16年10月13日から大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」)に上

場されております。それ以前については、該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 501 322 249 323 305 218

最低(円) 158 197 160 214 181 158

(注)　株価は、大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」)におけるものであります。
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５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

取締役社長
(代表
取締役)

　 澤　田　秀　雄 昭和26年２月４日生

昭和55年12月 ㈱インターナショナルツアーズ(現㈱
エイチ・アイ・エス)代表取締役社長

(注)３ 106,280

平成10年１月 スカイマークエアラインズ㈱(現スカ
イマーク㈱)代表取締役会長

平成11年３月 当社代表取締役社長(現)

平成14年５月 ㈱クリーク・アンド・リバー取締役

(現)

平成15年１月 スカイマークエアラインズ㈱(現スカ
イマーク㈱)取締役会長

平成15年３月 AGRICULTURAL BANK OF MONGORIA(現
Khan Bank LLC) 取締役会長(現)

平成16年６月 ㈱エイチ・アイ・エス取締役会長
(現)

平成18年９月 エイチ・エス証券分割準備㈱(現エイ
チ・エス証券㈱)代表取締役社長

平成18年11月 エイチ・エス債権回収㈱取締役(現)

平成19年９月 ㈱エイチ・エスインベストメント取
締役会長(現)

平成19年11月 エイチ・エス証券㈱取締役会長(現)

常務取締役 　 中井川　俊一 昭和38年４月16日生

昭和63年４月 ワールド証券㈱(現SBIイー・トレー
ド証券㈱)入社

(注)３ ─

平成８年６月 ㈱エイチ・アイ・エス入社

平成11年２月 スカイマークエアラインズ㈱（現ス
カイマーク㈱）経営企画室長

平成13年５月 同社営業本部長

平成14年３月 同社社長室長

平成14年９月 ㈱バリュークリエーション(現エイチ
・エス・アシスト㈱)専務取締役

平成16年３月 同社代表取締役社長

平成19年２月 当社取締役

平成19年４月 エイチ・エス証券㈱（エイチ・エス
証券分割準備㈱より商号変更）取締
役

平成19年６月 同社専務取締役

　 当社常務取締役(現)

平成19年11月 エイチ・エス証券㈱代表取締役専務
(現)

平成20年１月 H.S.International (Asia) Limited 
取締役(現)

平成20年２月 ラオックス㈱社外取締役(現)

取締役 　 三　嶋　義　明 昭和40年２月25日生

昭和63年４月 スイス・ユニオン銀行(現UBS銀行)入
行

(注)３ 26

平成５年９月 UBS証券会社入社

平成８年２月 ヒポ・フェラインス証券会社（現HVB
キャピタル証券会社）入社

平成13年６月 ザーテックテクノロジー㈱入社

平成14年11月 当社入社

平成15年３月 AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA(現
Khan Bank LLC)取締役（現）

平成17年２月 21世紀アセットマネジメント㈱取締
役

平成17年５月 エイチ・エス損保プランニング㈱(現
エイチ・エス損保㈱)取締役

平成17年６月 当社執行役員投資部長

平成17年８月 オリエント貿易㈱(現エイチ・エス・
フューチャーズ㈱)取締役

平成18年６月 当社取締役管理本部長

平成18年９月 エイチ・エス証券分割準備㈱(現)エ
イチ・エス証券㈱)取締役(現)

平成18年11月 エイチ・エス債権回収㈱取締役

平成19年４月 当社取締役(現)
エイチ・エス証券㈱取締役管理本部
長

平成19年６月 同社取締役監査部長
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(百株)

取締役 　 澤　田　秀　太 昭和56年11月２日生

平成17年４月 日興コーディアル証券㈱入社

(注)３ 750

平成18年６月 当社取締役（現）

平成18年９月 エイチ・エス証券分割準備㈱(現エイ
チ・エス証券㈱)取締役

平成19年５月 エイチ・エス証券㈱取締役(現)

平成19年６月 オリエント貿易㈱(現エイチ・エス・
フューチャーズ㈱)取締役

取締役 業務部長 鈴　江　敬　志 昭和36年１月16日生

昭和58年４月 ㈱横浜銀行入行

(注)３ ―

平成10年８月 同行個人部調査役

平成13年２月 三井住友海上キャピタル㈱投資部次
長

平成16年１月 ストラテジックキャピタルパート
ナーズ㈱ディレクター

平成17年11月
平成17年11月

 

当社投資戦略部長
㈱エイチ・エスインベストメントマ
ネージングディレクター

平成17年11月 九州産業交通㈱(現九州産業交通ホー
ルディングス㈱)監査役(現)

平成18年６月 オリエント貿易㈱(現 エイチ・エス
・フューチャーズ(株))取締役(現)

平成18年11月 エイチ・エス債権回収㈱代表取締役
社長(現)

平成19年５月 エイチ・エス損害保険プランニング
㈱(現 エイチ・エス損害保険(株))監
査役(現)

平成19年６月
平成19年６月

 

当社取締役業務部長(現)
㈱バリュークリエーション(現エイチ
・エス・アシスト㈱)代表取締役

平成20年２月 ㈱エイチ・エスインベストメント代
表取締役(現)

平成20年４月 ㈱バリュークリエーション(現エイチ
・エス・アシスト㈱)取締役(現)

監査役
(常勤)

　 櫻　井　幸　男 昭和23年３月５日生

昭和49年４月 ㈱日本不動産銀行入行(現㈱あおぞら
銀行)

(注)４ 200

平成２年６月 同行市場証券部副部長

平成３年３月 同行事業室副室長

平成４年６月 同行関連事業部副部長

平成８年７月 同行新宿支店副店長

平成９年７月 NCG投信㈱(現ガートモア・アセット
マネジメント㈱)営業部長

平成10年６月 同社常勤監査役

平成11年11月 当社常勤監査役(現)

監査役
(非常勤)

　 梅　田　常　和 昭和20年８月22日生

平成７年４月 梅田会計事務所開設、同事務所所長
(現)

(注)４ 440

平成７年６月 日本開閉器工業㈱取締役副社長

平成11年１月 ㈱エイチ・アイ・エス監査役(現)

平成11年３月 当社監査役

平成12年１月 スカイマークエアラインズ㈱(現スカ
イマーク㈱)監査役

平成12年６月 ㈱タカラトミー(旧㈱トミー)監査役
(現)

平成12年６月 ㈱ハーバー研究所監査役(現)

平成17年８月 オリエント貿易㈱(現エイチ・エス・
フューチャーズ㈱)監査役

平成19年１月 ㈱バリュークリエーション(現エイチ
・エス・アシスト㈱)監査役

平成19年６月 当社監査役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

監査役
(非常勤)

　 上　原　悦　人 昭和33年１月２日生

昭和56年４月 平和生命保険㈱(現 マスミューチュ
アル生命保険㈱)入社

(注)５ ―

平成11年３月 同社財務部次長

平成13年７月 同社プロパティマネジメントグルー
プ長

平成14年10月 全国養護共済会入社(現全国養護福祉
会)

平成19年５月 同会保全部副部長

平成20年２月 当社顧問

平成20年４月 エイチ・エス債権回収㈱監査役(現)

平成20年６月 当社監査役(現)

平成20年11月 エイチ・エス証券㈱監査役(現)

平成21年６月 エイチ・エス・アシスト㈱監査役
(現)

計 107,696

(注) １　取締役澤田秀太は、取締役社長澤田秀雄の長男であります。
２　監査役櫻井幸男・梅田常和は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。
３  取締役の任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

４　任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までで
あります。

５　任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時までで
あります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主、顧客、従業員をはじめとする様々なステークホルダー（利害関係者）にとっての企業

価値を最大化するために、コーポレート・ガバナンスを強化しております。とりわけ、株主・投資家の

利益の立場から経営をチェックし、経営の効率性や業績の向上を損なうことがないように監視する組

織的な取組みを重視しております。また、コンプライアンスの徹底を図ることにより、経営の透明性お

よび信頼性の向上に努めております。 

　また、当社グループは、当社が効率的なグループ経営を行い、各事業子会社が日常的な経営判断を行っ

ていく持株会社体制を敷いており、当社が子会社を管理し、グループ価値の向上に努めております。 

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　イ　会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度を採用しており、取締役会が実態に即した迅速な意思決定を行うとともに、３名

の監査役により、それぞれ専門の見地から客観的に経営を監視できる体制を構築しております。取締

役会は定例(毎月１回)及び必要に応じ都度開催され、原則として監査役が出席し、取締役の職務の監

査を行なっております。

　ロ　会社の機関の内容

　取締役会は、取締役５名から構成されており、グループ経営の基本方針、法定事項その他経営に関す

る重要事項を決定するとともに業務執行状況の監督を行なっております。監査役には公認会計士１

名が含まれており、高い専門性と厳格な職業倫理から透明性の高い監査を行なっております。また、

取締役は、その職務の執行状況について、監査計画に基づいた監査役の監査を受けております。 

　一方、役員及び使用人に法令規則違反の疑義のある行為を発見した場合に、速やかに社内及び社外

に設置する窓口に通報・相談する制度を定めた社内通報制度を導入し、「社内通報制度に関する規

定」を制定し運用しております。 

　関係会社管理については、業務部を主管部署として「関係会社管理規程」に基づいて関係会社を管

理する体制を整備しております。また、関係会社の業務状況は、定例の取締役会において担当役員が

報告することとし、必要に応じて関係会社役員からのヒアリングを行うこととしております。 

　ハ　内部統制システムの整備の状況

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制システム構築の基本方針を定めておりますが、

平成21年３月19日開催の取締役会において下記のとおり改定しております。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

　　　原則として月一回、または必要に応じて臨時に開催される取締役会において、取締役は　

　　相互の職務執行状況について、法令及び定款への適合性を確認する。 

　　　また、監査役は取締役会に出席すると共に、監査計画に基づいて取締役の職務執行状況

　　を監査する。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

　　　取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役がその職務権限

　　に基づいて決裁した稟議書等の文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、

　　法令や「文書取扱規程」、「稟議規程」等に基づき、定められた期間保存する。 

　　　また、取締役または監査役、会計監査人からの閲覧の要請があった場合に速やかに閲

　　覧、謄写等が可能となる状態にて管理する。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
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　　　取締役及び業務部は、当社グループの事業に係わるリスクの把握及び管理に努め、当該

　　リスクの管理状況を適宜、取締役会に報告する。 

　　　不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を委員長とする対策委員会を設置し、

　　情報連絡チームや外部アドバイザリーチーム等を組織し、迅速な対応により損害の拡大を

　　抑え、これを最小限に止める体制を整備する。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

　　　取締役会は原則として月一回、及び必要に応じて臨時に開催し、法定事項その他経営

　　に関する重要事項について審議、決定し、業務執行状況の監督等を行う。 

　　　なお、取締役会への付議議案については、取締役会規則において付議基準を定めてい

　　る。 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

　　　使用人への経営理念の浸透、定着に努めると共に、各種決裁制度、社内規程等を備え、

　　コンプライアンスの周知徹底を図っている。 

　　　また、担当役員が使用人の職務執行状況についての管理・監督を行う。さらに、社内通

　　報制度を導入し、法令違反の疑義のある行為を発見した場合に速やかに社内及び社外に

　　設置する窓口に通報・相談する制度を定めている。 

６．当社ならびにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制　　　　 

　　　業務部を関係会社管理における主管部署とし、関係会社管理規程に基づいて関係会社を

　　管理する体制を整備する。 

　　　また、子会社の業務状況は、原則として月一回、担当役員より取締役会に報告すること

　　とし、必要に応じて関係会社の役員からヒアリングを行うこととする。 

　　　主要な関係会社には取締役または監査役を派遣し、当該関係会社の取締役の職務執行状

　　況を監視・監督するほか、当該関係会社の業務執行状況を監査するなどして、その業務の

　　適正を確保できる体制を構築する。 　　　 

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

　る事項 

　　　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、当該使用人を配置

　　するものとする。 

８．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

　　　監査役専任の使用人の人事及びその変更については、監査役の同意を要するものとす

　　る。 

９．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

　　　監査役は、取締役会、その他重要な意思決定会議に出席し、取締役及び使用人から重要

　　事項の報告を受けるものとする。 

　　　また、監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めるほか、重要な

　　決議書類等の閲覧をすることができるものとする。 

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

    　監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交

　　換を行う。この他、監査役は管理担当役員ならびに関係会社各社の監査役と情報交換に努

　　め、会計監査人とは適宜面談を持ち、協議を重ねるなどして、連携して当社及び関係会社　

　　各社の監査の実効性を確保するものとする。 

11．反社会的勢力による被害を防止するための体制 
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　　反社会的勢力に対しては、以下のとおり毅然とした態度で臨む。 

　①　経営トップが反社会的勢力排除の基本方針を社内外に宣言し、その宣言を実現するため

　　の社内体制の整備、外部専門機関との連係を行う。 

　②　反社会的勢力による不当要求が発生した場合の対応を統括する部署を整備し、当該部署

　　が情報の一元管理・蓄積、遮断のための取組支援、研修活動の実施、対応マニュアルの整

　　備、外部専門機関との連係等を行う。 

　③　契約書や取引約款に暴力団排除条項を導入する。 

　④　可能な限り、自社株の売買状況を確認する。 

　⑤　取引先の審査や株主の属性判断等を行うとともに、情報を集約したデータベースを構築

　　し、暴力追放運動推進センターや他企業等の情報を活用して逐次更新する。 

　⑥　平素から外部専門機関との連絡を密に行うとともに、各種の暴力団排除活動に参加す

　　る。　 

12．財務報告の信頼性を確保するための体制 

　　　財務報告の信頼性を確保するための体制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的

　　に評価し、維持、改善に努めるとともに、金融商品取引法及び関係法令との適合性を確保

　　する。 
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　ニ　内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査は、内部監査部門であるコンプライアンス部に担当者１名を配置し、監査役及び当

社グループ各社の内部監査部門との連携により、内部管理体制及び業務プロセスの適正性、遵法性等

を評価し、改善していくことを目的として実施されております。内部監査において抽出された課題

は、相互に意見を交換しながら情報と意識の共有化を図るとともに、改善に向けた提言を行っており

ます。

  当社の監査役会は、２名の社外監査役を含む３名で組織され、会計監査人と連携して取締役の職務

の執行を監査しております。監査役は監査役会で定めた監査の方針や業務の分担等に従い、取締役会

に出席し、取締役等からの営業の報告の聴取や重要な決議書類等の閲覧、さらに業務及び財産の状況

の調査等により厳正な監査を実施しております。また、監査役会は、代表取締役社長と定期的に会合

を持ち、監査上の重要課題について意見交換を行ないます。このほか監査役は、管理担当役員ならび

に関係会社各社の監査役と情報交換に努め、会計監査人とは適宜面談を持ち協議を重ねるなどして、

連携して当社及び関係会社各社の監査の実効性を確保しております。

　また、主要な関係会社には当社から取締役または監査役を派遣し、当該関係会社の取締役の職務執

行状況を監視・監督するほか、当該関係会社の業務執行状況を監査するなどして、その業務の適正性

を確保するよう努めます。

　ホ　当社の機関・内部統制システムの整備の状況
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　ヘ　会計監査の状況

　当社と清和監査法人との間では、監査契約を結んでおり、法律の規定に基づいた会計監査を実施し

ております。また、監査役と監査法人は、定期的に意見交換を行い、必要に応じて適宜報告を行ってお

ります。

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は次のとおりであります。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

 指定社員
 業務執行社員

筧　　悦 生 清和監査法人

 指定社員
 業務執行社員

江 黒 崇 史 同上

 指定社員
 業務執行社員

木 村　　喬 同上

(注) １　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　　 ２　同監査法人は、すでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査人に一定期間を超えて関与することのな

いよう措置をとっております。

　　 ３　監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　　４名

　　その他　　　　９名　

その他は、会計士補、公認会計士試験合格者等であります。

　ト　社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要

　当社監査役３名のうち社外監査役が２名、就任しております。

　当社の社外監査役は、当社及び当社子会社との間には人的関係、資本関係または取引関係その他の

利害関係はありません。

　チ　取締役の定数

　当社は、取締役を９名以内とする旨を定款で定めております。

　リ　取締役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　ヌ　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

（1）中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨を

定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。

（2）取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮することができるよう、会社法第426条

第１項の規定により、取締役の決議において、同法第423条第１項に規定する取締役（取締役であっ

た者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除

することができる旨を定款に定めております。

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間に、同法第423条第１項に規定する社

外取締役の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項の各号に定める金額の合計額と

しております。

（3）自己株式の取得

　当社は、自己株式の取得について、経営環境の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に
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遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場

取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 ル　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の規定によるべき決議は、当該株主総会で議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上

をもってこれを行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和す

ることにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

②リスク管理体制の整備の状況

当社では、業務執行に係るリスクをトータルに認識・評価し適切に対応を行うために、取締役および

業務部が、当社及び当社グループの事業に関わるリスクの把握および管理に努め、当該リスクの管理状

況を適宜取締役会に報告しております。また、不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を委員

長とする対策委員会を設置し、情報連絡チームや外部アドバイザリーチーム等を組織して、迅速な対応

を行い損害の拡大を抑え、これを最小限に止める体制を整備しております。

③役員報酬の内容

当社の定時株主総会決議による取締役の報酬月額は25百万円以内、監査役の報酬月額は３百万円以

内であります。

取締役及び監査役に支払った報酬（使用人兼務役員に支払つた使用人給与及び賞与相当額は除く）

　　　取締役　24百万円（当社には社外取締役はおりません）

　　　監査役　７百万円（うち社外監査役への支払いは２百万円です）

利益処分による取締役及び監査役賞与はありません。
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(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 22 ―

連結子会社 ― ― 30 2

計 ― ― 53 2

　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数、規模、特性等を勘案した上で決定しております。

　

EDINET提出書類

澤田ホールディングス株式会社(E03770)

有価証券報告書

 39/104



第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)ならびに同規則第46条及び第69条の規定に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年８月６日内閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関

する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠して、当連結会計年度（平成20年４月１日から

平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年

８月６日内閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自

主規制規則)に準拠して作成しております。

(2) 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。)ならびに同規則第２条の規定に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、「金融商

品取引業等に関する内閣府令」(平成19年８月６日内閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規

則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠し、当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年８月６日内閣府

令第52号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則)に準

拠して作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31

日まで)の連結財務諸表及び第51期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財務諸表については、新日本監査

法人により監査を受け、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表及び第52期(平

成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の財務諸表については、清和監査法人により監査を受けております。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人となりま

した。

　

　当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しております。

　前連結会計年度の連結財務諸表及び第51期事業年度の財務諸表　新日本監査法人（新日本有限責任監査法人）

　当連結会計年度の連結財務諸表及び第52期事業年度の財務諸表　清和監査法人

　当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

(1) 異動に係る監査公認会計士等の氏名又は名称

　　　　清和監査法人

(2) 異動の年月日　平成20年６月27日
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※4
 12,607

※4
 15,688

預託金 16,457 13,818

顧客分別金信託 16,439 13,547

その他の預託金 17 271

トレーディング商品 737 459

商品有価証券等 ※4
 737

※4
 459

有価証券 ※5
 1,403

※6
 3,238

信用取引資産 19,763 8,968

信用取引貸付金 18,578 7,233

信用取引借証券担保金 ※8
 1,185

※9
 1,735

貸出金 ※6
 48,544

※7
 44,492

差入保証金 2,759 1,094

委託者先物取引差金 637 263

その他の流動資産 1,927 2,426

貸倒引当金 △932 △1,227

流動資産合計 103,905 89,223

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 1,853

※2
 1,437

器具及び備品（純額） ※2
 1,237

※2
 1,218

土地 729 65

建設仮勘定 367 246

有形固定資産合計 4,186 2,967

無形固定資産

ソフトウエア 159 9

その他 18 1

無形固定資産合計 178 10

投資その他の資産

投資有価証券 ※4
 4,302

※4
 3,487

関係会社株式 ※1
 10,371

※1
 11,476

その他の関係会社有価証券 ※1
 46

※1
 7

長期差入保証金 947 907

破産更生債権等 591 675

その他 1,125 1,067

貸倒引当金 △818 △896

投資その他の資産合計 16,567 16,725

固定資産合計 20,932 19,703

資産合計 124,838 108,926
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 4 －

商品有価証券等 4 －

約定見返勘定 7 －

信用取引負債 12,930 4,735

信用取引借入金 ※4
 10,692

※4
 2,189

信用取引貸証券受入金 ※8
 2,238

※9
 2,546

預り金 9,187 8,251

顧客からの預り金 9,072 8,125

その他の預り金 114 126

受入保証金 8,230 7,090

信用取引受入保証金 7,243 6,207

先物取引受入証拠金 660 456

その他の受入保証金 326 427

銀行業務における顧客預金 ※7
 48,266 －

銀行業務における政府からの預金 1,849 －

預金 － ※8
 48,542

短期借入金 ※4
 6,916

※4
 3,480

預り証拠金 3,445 1,450

未払法人税等 125 34

賞与引当金 113 42

システム解約損失引当金 200 200

訴訟損失引当金 － 408

その他の流動負債 1,085 889

流動負債合計 92,362 75,126

固定負債

長期借入金 260 4,137

繰延税金負債 29 4

役員退職慰労引当金 33 28

負ののれん ※9
 3,082 2,191

退職給付引当金 103 109

その他 221 262

固定負債合計 3,730 6,733

特別法上の準備金

証券取引責任準備金 ※3
 485 －

金融商品取引責任準備金 － ※3
 63

商品取引責任準備金 ※3
 393

※3
 192

特別法上の準備金計 879 255

負債合計 96,971 82,116
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,223 12,223

資本剰余金 11,057 11,057

利益剰余金 2,251 3,287

自己株式 △832 △834

株主資本合計 24,699 25,733

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △729 △588

為替換算調整勘定 3 △1,090

評価・換算差額等合計 △726 △1,679

新株予約権 14 12

少数株主持分 3,878 2,743

純資産合計 27,866 26,810

負債純資産合計 124,838 108,926
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業収益

受入手数料 2,152 1,408

委託手数料 1,618 1,007

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

5 11

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

68 37

その他の受入手数料 460 351

受取手数料 2,591 1,381

トレーディング損益 ※2
 284

※2
 1,177

金融収益 ※1
 1,036

※1
 655

銀行業務収益 9,710 －

貸出金利息 － 11,488

その他の役務収益 － 703

外国為替売買益 － 257

その他の業務収益 － 32

売上高 334 655

営業収益計 16,109 17,759

金融費用 ※3
 421

※3
 249

預金利息 3,684 4,659

売上原価 186 390

純営業収益 11,818 12,459

販売費及び一般管理費

取引関係費 ※4
 1,945

※4
 1,737

人件費 ※5
 5,948

※5
 5,649

不動産関係費 ※6
 957

※6
 966

事務費 ※7
 1,297

※7
 1,161

減価償却費 701 622

租税公課 151 132

のれん償却額 48 －

商品取引事故損失 539 284

訴訟等損失引当金繰入額 － 378

貸倒引当金繰入額 541 980

その他 430 475

販売費及び一般管理費合計 12,559 12,388

営業利益又は営業損失（△） △741 70

営業外収益

不動産賃貸料 5 3

受取配当金 140 101

持分法による投資利益 3,142 2,872

負ののれん償却額 867 855

その他 61 63

営業外収益計 4,217 3,895
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業外費用

不動産賃貸費用 1 1

支払利息 8 38

持分法による投資損失 422 －

投資事業組合運用損 12 30

その他 104 70

営業外費用計 549 140

経常利益 2,926 3,826

特別利益

投資有価証券売却益 22 20

関係会社株式売却益 0 20

持分変動利益 103 －

金融商品取引責任準備金戻入 14 421

商品取引責任準備金戻入額 － 201

退職給付制度終了益 51 －

貸倒引当金戻入額 0 5

固定資産売却益 ※8
 0

※8
 590

その他 － 60

特別利益計 193 1,320

特別損失

固定資産除却損 ※9
 122

※9
 23

投資有価証券売却損 13 0

減損損失 ※10
 575

※10
 468

投資有価証券評価損 2,207 1,806

システム解約損失 200 －

商品取引責任準備金繰入額 104 0

証券取引事故損失 35 －

事業構造改善費用 115 80

その他 131 86

特別損失計 3,505 2,465

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△385 2,681

法人税、住民税及び事業税 671 685

法人税等調整額 0 －

法人税等合計 670 685

少数株主利益又は少数株主損失（△） △635 964

当期純利益又は当期純損失（△） △420 1,031
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,223 12,223

当期末残高 12,223 12,223

資本剰余金

前期末残高 11,057 11,057

当期末残高 11,057 11,057

利益剰余金

前期末残高 2,816 2,251

当期変動額

剰余金の配当 △4 －

当期純利益又は当期純損失（△） △420 1,031

自己株式の処分 △140 －

連結子会社除外による増加高 － 4

当期変動額合計 △565 1,036

当期末残高 2,251 3,287

自己株式

前期末残高 △1,255 △832

当期変動額

自己株式の取得 △1 △2

株式交換による子会社株式取得による減
少、自己株式

424 －

当期変動額合計 423 △2

当期末残高 △832 △834

株主資本合計

前期末残高 24,841 24,699

当期変動額

剰余金の配当 △4 －

自己株式の取得 △1 △2

株式交換による子会社株式取得による減
少

424 －

当期純利益又は当期純損失（△） △420 1,031

自己株式の処分 △140 －

連結子会社除外による増加高 － 4

当期変動額合計 △141 1,033

当期末残高 24,699 25,733

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △446 △729

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△282 141

当期変動額合計 △282 141

当期末残高 △729 △588
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

土地再評価差額金

前期末残高 82 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△82 －

当期変動額合計 △82 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定

前期末残高 108 3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△104 △1,094

当期変動額合計 △104 △1,094

当期末残高 3 △1,090

評価・換算差額等合計

前期末残高 △256 △726

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△470 △952

当期変動額合計 △470 △952

当期末残高 △726 △1,679

新株予約権

前期末残高 8 14

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6 △2

当期変動額合計 6 △2

当期末残高 14 12

少数株主持分

前期末残高 6,829 3,878

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,950 △1,134

当期変動額合計 △2,950 △1,134

当期末残高 3,878 2,743

純資産合計

前期末残高 31,423 27,866

当期変動額

剰余金の配当 △4 －

自己株式の取得 △1 △2

株式交換による子会社株式取得による減少 424 －

当期純利益又は当期純損失（△） △420 1,031

自己株式の処分 △140 －

連結子会社除外による増加高 － 4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,414 △2,089

当期変動額合計 △3,556 △1,056

当期末残高 27,866 26,810
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△385 2,681

減価償却費 786 622

減損損失 575 468

のれん償却額 △819 △855

持分法による投資損益（△は益） △2,720 △2,872

貸倒引当金の増減額（△は減少） 401 720

退職給付引当金の増減額（△は減少） △214 6

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 33 △5

証券取引責任準備金の増減額（△は減少） △14 －

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） － △421

受取利息及び受取配当金 △956 △101

支払利息 333 38

投資有価証券評価損益（△は益） 2,207 1,806

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △22 △19

有形固定資産売却損益（△は益） － △590

固定資産除却損 135 23

預託金の増減額（△は増加） 15 △444

トレーディング商品の増減額 1,365 284

預り金の増減額（△は減少） △5,111 △2,931

受入保証金の増減額（△は減少） △1,806 △1,139

信用取引資産の増減額（△は増加） 16,252 10,795

信用取引負債の増減額（△は減少） △17,809 △8,195

短期差入保証金の増減額（△は増加） 2,559 1,408

顧客分別金信託の増減額（△は増加） 7,463 2,892

債券の純増減（△） 1,440 △2,749

貸出金の純増（△）減 △25,134 △11,258

銀行業務顧客預金の増減額 21,438 －

銀行業務政府預金の増減額 473 －

預金の純増減（△） － 14,862

商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 104 △201

委託者先物取引差金（借方）の増減額（△は増
加）

△25 374

委託者未収金の増減額（△は増加） 88 95

その他 △943 △128

小計 △288 5,165

利息及び配当金の受取額 1,258 961

利息の支払額 △337 △40

法人税等の支払額 △681 △937

営業活動によるキャッシュ・フロー △48 5,149
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,543 △1,593

有形固定資産の売却による収入 6 1,719

無形固定資産の取得による支出 △127 △22

無形固定資産の売却による収入 1 0

投資有価証券の取得による支出 △1,169 △1,338

投資有価証券の売却及び償還による収入 307 137

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入 ※2

 △56 －

関係会社株式の取得による支出 △264 －

関係会社株式の売却による収入 18 78

貸付金の回収による収入 0 0

定期預金の増減額（△は増加） 312 880

その他 △18 39

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,532 △98

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,030 △1,743

長期借入れによる収入 241 3,713

長期借入金の返済による支出 － △87

少数株主からの払込みによる収入 837 80

配当金の支払額 △6 －

少数株主への配当金の支払額 － △85

社債の償還による支出 △300 －

自己株式の取得による支出 △1 0

その他 － △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,802 1,875

現金及び現金同等物に係る換算差額 △287 △3,015

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65 3,910

現金及び現金同等物の期首残高 12,861 11,707

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △1,088 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 11,707

※１
 15,618
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　10社

　　　連結子会社の名称

１　連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　10社

　　　連結子会社の名称

エイチ・エス証券株式会社

エイチ・エス債権回収株式会社

株式会社エイチ・エスインベストメント

ハーン銀行(Khan Bank LLC)

オリエント貿易株式会社

オリエント証券株式会社

オリエント　アセット　マネジメントLLC

HS-IPO投資事業有限責任組合

HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合

HSI-VLOH投資事業組合

エイチ・エス証券株式会社

エイチ・エス債権回収株式会社

株式会社エイチ・エスインベストメント

ハーン銀行(Khan Bank LLC)

エイチ・エス・フューチャーズ株式会社

オリエント証券株式会社

オリエント　アセット　マネジメントLLC

H.S.　International (Asia) Limited

HS-IPO投資事業有限責任組合

エイチ・エス債権回収2001号投資事業組合

 エイチ・エス証券分割準備会社はエイチ・エス証券株

式会社に商号を変更しました。エイチ・エス損害保険プラ

ンニング（株）はエイチ・エス損害保険（株）に商号を

変更し、かつ第三者割当増資による当社の議決権所有比率

の減少により当連結会計年度より持分法適用会社になり

ました。

（株）エイチ・エスインベストメントはエイチ・エス

ファイナンス（株）に商号変更し会社分割により新設会

社（株）エイチ・エスインベストメントに事業を譲渡し

た後エイチ・エスファイナンス（株）は当社に吸収合併

されたため、当連結会計年度より（株）エイチ・エスイン

ベストメントを連結範囲に含めております。

日本エムアンドエイマネジメント（株）は当社保有全株

式を第三者に譲渡したことにより又JHKパートナーファン

ドは解散清算したため連結の範囲から除外しております。

エイチ・エス債権回収2001号投資事業組合については、

当連結会計年度において新たに設立したことにより、ま

た、H.S.International(Asia)Limitedについては、重要性

が増したことにより、それぞれ当連結会計年度から連結子

会社に含めることとし、HSI-VLOH投資事業組合及びHIS-HS

九州産交投資事業有限責任組合は、解散したため連結の範

囲から除外しております。

エイチ・エス・フューチャーズ株式会社は、平成20年４月

１日付でオリエント貿易株式会社から商号変更しており

ます。

(2)主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社(13社）

JBC投資事業組合 

HSI-PE1号投資事業組合

HSI-PE2号投資事業組合

HSI-PE3号投資事業組合

HSI-PE4号A投資事業組合

HSI-PE4号B投資事業組合

HSI-PE5号投資事業組合

OFGP Limited

OFGP2 Limited

エイチ・エス債権回収1901号投資事業組合

エイチ・エス債権回収1902号投資事業組合

エイチ・エス債権回収1903号投資事業組合

H.S.International Asia Limited

（連結の範囲から除いた理由）

上記非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響をお

よぼしていないためであります。

(2)主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社(６社）

JBC投資事業組合 

HSI-PE3号投資事業組合

HSI-PE4号A投資事業組合

HSI-PE4号B投資事業組合

HSI-PE5号投資事業組合

OFGP2 Limited

 

（連結の範囲から除いた理由）

　　　　　　　　同左
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

２　持分法の適用に関する事項

 (1)持分法を適用した関連会社　６社

２　持分法の適用に関する事項

 (1)持分法を適用した関連会社　５社

　　関連会社の名称

パワーアセットマネジメントリミテッド

ストラテジックキャピタルパートナーズ株式会社

株式会社外為どっとコム

九州産業交通ホールディングス株式会社

株式会社バリュークリエーション

エイチ・エス損害保険株式会社

 

　エイチ・エス損害保険株式会社は従来の連結子会社で

あるエイチ・エス損害保険プランニング（株）が商号を

変更し、かつ第三者割当増資により当社議決権所有割合

の減少により当連結会計年度より持分法適用会社となり

ました。

 

(2)持分法を適用していない非連結子会社の名称（13社）　

JBC投資事業組合

HSI-PE1号投資事業組合

HSI-PE2号投資事業組合

HSI-PE3号投資事業組合

HSI-PE4号A投資事業組合

HSI-PE4号B投資事業組合

HSI-PE5号投資事業組合

OFGP Limited

OFGP2 Limited

エイチ・エス債権回収1901号投資事業組合

エイチ・エス債権回収1902号投資事業組合

エイチ・エス債権回収1903号投資事業組合

H.S.International Asia Limited

 

（持分法を適用しない理由）

上記の持分法非適用子会社はそれぞれ当期純損益及び

利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため持分法の適用から除外しています。

　

　　関係会社の名称

パワーアセットマネジメントリミテッド

株式会社外為どっとコム

九州産業交通ホールディングス株式会社

エイチ・エス・アシスト株式会社

エイチ・エス損害保険株式会社

 

　ストラテジックキャピタルパートナーズ株式会社は当社

保有全株式を譲渡したため、当連結会計年度より持分法適

用範囲から除外しております。

エイチ・エス・アシスト株式会社は、平成20年７月１日付

で株式会社バリュークリエーションから商号変更してお

ります。

 

(2)持分法を適用していない非連結子会社の名称（６社）　

JBC投資事業組合

HSI-PE3号投資事業組合

HSI-PE4号A投資事業組合

HSI-PE4号B投資事業組合

HSI-PE5号投資事業組合

OFGP2 Limited

 

 

（持分法を適用しない理由）

上記の持分法非適用子会社はそれぞれ当期純損益及び

利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため持分法の適用から除外しています。

　

(3)　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会

社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。

(3)　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる

会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、ハーン銀行（Khan Bank LLC )、オ

リエントアセットマネジメントLLC、HS-IPO 投資事業有

限責任組合、HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合の決

算日は12月31日であります。HSI－VLOH投資事業組合の

決算日は１月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務

諸表を使用しております。又連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、ハーン銀行（Khan Bank LLC )、オ

リエントアセットマネジメントLLC、H.S　International

（Asia）Limited 、HS-IPO 投資事業有限責任組合の決

算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務

諸表を使用しております。又連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　イ  トレーディングに関する有価証券等

　　    商品有価証券等(売買目的有価証券)及びデリバ

       ティブ取引等については、時価法(売却原価は移

       動平均法により算出)を採用しております。

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　イ  トレーディングに関する有価証券等

　　　　　　　　　　　　同左

　　　ロ  トレーディング関連以外の有価証券等

 

　　　ロ  トレーディング関連以外の有価証券等

　　　a)　満期保有目的の債券

　償却原価法を採用しております。

　　　　a)　満期保有目的の債券
──────────

　　　b)　その他有価証券

　時価のある有価証券については、決算日の市場価

格に基づく時価法（評価差額については全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算出）を採用し、時価のない有価証券について

は、移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組

合への出資（金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。

　　　　b)　その他有価証券

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  　固定資産の減価償却の方法　

①  有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

 　　 なお、オリエント貿易株式会社及びオリエント証券

　　株式会社は定率法を採用しています。

　　ただし、オリエント貿易株式会社及びオリエント証券

　　株式会社は、平成10年４月１日以降取得した建物（建

　　物付属設備を除く)については定額法を採用していま

　　す。

　　　主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　建物　　　３～50年

　　　　器具及び備品　３～20年

（会計方針の変更）

一部の国内連結子会社においては、法人税法の改正に伴　い、

当連結会計年度から、平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。これにより営業損失、経常利益、税金

等調整前当期純損失に与える影響は軽微であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

 　固定資産の減価償却の方法　　

①  有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、エイチ・エス・フューチャーズ株式会社及び

　　オリエント証券株式会社は、定率法を採用しておりま

　　す。但し、エイチ・エス・フューチャーズ株式会社及

　　びオリエント証券株式会社は平成10年４月１日以降取

　　得した建物（建物附属設備を除く）については定額法

　　を採用しています。

　　　主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　建物　　　３～50年

　　　　器具及び備品　３～20年

②  無形固定資産

定額法を採用しております。

  なお、ソフトウエアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づいております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

 
──────────

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引のうちリー

ス取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関

する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

  　引当金及び準備金の計上基準

①  貸倒引当金

　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

なお、在外子会社(ハーン銀行；Khan Bank LLC)は、モン

ゴル中央銀行の規程に従い、貸付債権について返済期限

が経過したものは、合理的基準に基づき引当金計上をし

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

  　引当金及び準備金の計上基準

①  貸倒引当金

　　　　　　　　　　　　同左

②  賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の

計算方法による支給見込額を計上しております。

②  賞与引当金

　　　　　　　　　　同左

③　訴訟損失引当金

──────────

③  訴訟損失引当金　　

　訴訟等に係る損失に備えるため、損失見込額から必要

と認められる額を計上しております。

④　システム解約損失引当金 

　システムの切り替えに係る損失に備えるため、損失見

込み額から必要と認められる額を計上しております。

④　システム解約損失引当金 

　　　　　　　　　　同左

⑤　役員退職慰労引当金 

　当社及び国内連結子会社１社は、役員の退職慰労の支

給に備えて、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を

計上しております。 

⑤　役員退職慰労引当金 

　　　　　　　　　　同左

⑥  退職給付引当金　　

　従業員の退職給付に備えるため、各社の退職金規定に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

　なお、オリエント貿易（株）におきましては、平成19年

４月30日をもつて適格退職金制度を廃止し、平成19年５

月１日より退職金前払制度に移行しており、当連結会計

年度において全額取崩し、確定支給額は、固定負債の

「その他の固定負債」に含めて表示しております。

　なお、本移行に伴い、退職給付制度終了益51百万円を特

別利益に計上しております。

⑥  退職給付引当金　　

　従業員の退職給付に備えるため、各社の退職金規定に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

⑦  証券取引責任準備金　

　証券事故による損失に備えるため旧証券取引法第51条

の規定に基つき「旧証券会社に関する内閣府令」第 35

条に定めるところにより算出した額を計上しておりま

す。       　　

⑦  金融商品取引責任準備金　

　証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法　第

46条の５の規定に基づき「金融商品取引業に関する内

閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を計

上しております。

⑧  商品取引責任準備金　

　商品先物取引事故による損失に備えるため、商品取引

所法第221条の規定に基づき、同施行規則に定める額を

計上しております。

⑧  商品取引責任準備金　

　　　　　　　　　　同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算の基準

　在外子会社等の資産及び負債は、当核子会社の決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

に おける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて

計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算の基準

　　　　　　　　 　 　  同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借契約に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

(5) 重要なリース取引の処理方法

──────────

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 1  ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理の条件を充たしている

場合には特例処理を採用しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 1  ヘッジ会計の方法 

同左

 2  ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金

 2  ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 3  ヘッジ方針

　金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。

 3  ヘッジ方針

同左

 4  ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

 4  ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

また固定資産に係る控除対象外消費税は「その他投資

等」に計上し、法人税法に規定する期間(５年)で償却し

ております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、５年間の均

等償却を行っております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

（役員退職慰労引当金）

　役員退職慰労金は、従来、支給時の費用として処理してお

りましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第4号）の公表

を機に「租税特別措置法の準備金及び特別法上の引当金

又は準備金並びに役員退職慰労引当金に関する監査上の

取り扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会

報告第42号　平成19年４月13日）が公表されたことを踏ま

え、当連結会計年度末より内規に基づく連結会計年度末要

支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更

しております。

　この変更により、従来の方法によった場合と比べて、営業

損失が５百万円増加し、経常利益が５百万円減少し、税金

等調整前当期純損失及び当期純損失は、それぞれ34百万円

増加しています。

　

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

 これによる、営業利益、経常利益および税金等調整前当期

利益に与える影響は軽微であります。

　なお、リース会計基準適用初年度開始前にリース取引を

開始したものについては、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取り扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取り扱い」（実務対応

報告第18号平成18年５月17日改正）を早期適用し、原則と

して在外子会社の会計基準を統一し、連結決算手続上必要

な修正を行っております。

　この変更により、従来の方法によった場合と比べて、営業

損失が５百万円減少し、経常利益が５百万円増加し、税金

等調整前当期純損失及び当期純損失は、それぞれ５百万円

減少しております。

（金融商品取引責任準備金）

　当連結会計年度より、金融商品取引法第46条の５の規定

に基づき「金融商品取引業に関する内閣府令」第175条に

定めるところにより算出した額を金融商品取引責任準備

金として計上する方法に変更しております。この結果従来

の方法に比べ税金等調整前当期純利益が18百万円増加し

ております。

　また、特別利益に計上しておりました証券取引責任準備

金戻入を当期より金融商品取引責任準備金戻入として

計上しております。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 
──────────

(連結貸借対照表）

　

　前連結会計年度まで「銀行業務における顧客預金」「銀

行業務における政府からの預金」として表示しておりま

したが、EDINETへのXBRL導入に伴い連結財務諸表の比較可

能性を向上するため、当連結会計年度より「預金」として

表示しております。

　なお、当連結会計年度の「銀行業務における顧客預金」

「銀行業務における政府からの預金」はそれぞれ、45,117

百万円、3,424百万円であります。

 
──────────

(連結損益計算書）

　

　前連結会計年度まで「銀行業務収益」として表示してお

りましたが、EDINETへのXBRL導入に伴い連結財務諸表の比

較可能性を向上するため、当連結会計年度より「貸出金利

息」「その他の役務収益」「外国為替売買益」「その他

の業務収益」として表示しております。

　なお、前連結会計年度の「貸出金利息」「その他の役務

収益」「外国為替売買益」「その他の業務収益」はそれ

ぞれ、8,864百万円、673百万円、137百万円、34百万円であり

ます。

 
──────────

(連結キャッシュ・フロー計算書）

　 　前連結会計年度まで「銀行業務顧客預金の増減額」「銀

行業務政府預金の増減額」として表示しておりましたが、

EDINETへのXBRL導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を

向上するため、当連結会計年度より「預金の純増減

（△）」として表示しております。

　なお、当連結会計年度の「銀行業務顧客預金の増減額」

「銀行業務政府預金の増減額」はそれぞれ、12,287百万

円、2,575百万円であります。
　　
【追加情報】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 
──────────

　当社は、平成19年４月１日付けで、エイチ・エス・フュー

チャーズ株式会社（旧オリエント貿易株式会社）を株式

交換により完全子会社化いたしました。当該株式交換に当

たり、反対した株主９名より株式買取請求があり、現在、株

主５名について買取価格の合意がとれておらず、裁判所に

対し価格の決定申立てが成されております。

　なお、当連結財務諸表の作成に当たり、上記の株式買取に

つきましては、株式交換条件に基づく交付株式数と、株式

交換条件公表時の時価（主要条件公表日の直前５営業日

の終値の平均値）から算定される評価額で処理し、当該買

取価格の決定により生ずる負担額については、連結財務諸

表上計上しておりません。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

　　　おりであります。

関係会社株式 10,371百万円

その他の関係会社有価証券 46百万円

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

　　　おりであります。

関係会社株式 11,476百万円

その他の関係会社有価証券 7百万円

※２　有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物及び構築物 810百万円

器具及び備品 787

計 1,597

※２　有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物及び構築物 345百万円

器具及び備品 869

計 1,214

※３　引当金の計上根拠 　 ※３　引当金の計上根拠 　

(1)証券取引責任準備金 旧証券取引法第51条 (1)商品取引責任準備金 商品取引所法第221条

(2)商品取引責任準備金 商品取引所法第221条 (2)金融商品取引責任準備金金融商品取引法第46条の５

※４　担保に供されている資産は、別表記載のとおりで

　　　あります。

※４　担保に供されている資産は、別表記載のとおりで

　　　あります。

　５　保証債務等

　　　ハーン銀行にて、営業保証業務（信用状の発行

　　　等）を行っております。当該業務における保証

　　　債務残高は次のとおりです。

　 　 債務保証 76百万円

信用状の発行 318百万円

　

※５　有価証券の内訳は次のとおりであります。

政府債券等 1,403百万円

　 　

※６　有価証券の内訳は次のとおりであります。

モンゴル銀行短期証券等 3,238百万円

　 　

※６　貸出金の内訳は次のとおりであります。

商工ローン 22,221百万円

個人ローン他 26,322

計 48,544

※７　貸出金の内訳は次のとおりであります。

商工ローン 21,625百万円

個人ローン他 22,867

計 44,492

※７　銀行業務における顧客預金の内訳は次のとおりで

　　　あります。

当座預金 8,749百万円

普通預金 15,109

定期預金 21,389

その他 3,017

計 48,266

※８　預金の内訳は次のとおりであります。

当座預金 12,473百万円

普通預金 11,086

定期預金 21,693

その他 3,288

計 48,542
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前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※８　差入れている有価証券及び差入れを受けている有

　　　価証券は次のとおりであります。

　　　（1）差入れている有価証券

①信用取引貸証券 2,260百万円

②信用取引借入金の本担保
証券 10,456

③差入保証金代用有価証券 5,507

④その他担保として差入れ
た有価証券 2,430

※９　差入れている有価証券及び差入れを受けている有

　　　価証券は次のとおりであります。

　　　（1）差入れている有価証券

①信用取引貸証券 2,761百万円

②信用取引借入金の本担保
証券

2,162

③差入証拠金代用有価証券 77

④差入保証金代用有価証券 1,506

⑤長期差入保証金代用有価
証券

100

⑥その他担保として差入れ
た有価証券

2,298

　　　（2）差入れを受けている有価証券

①信用取引貸付金の本担保証
券 15,285百万円

②信用取引借証券 1,178

③受入保証金代用有価証券 14,598

④その他担保として受け入れ
た有価証券で自由処分権の
付されたもの

3

　　　（2）差入れを受けている有価証券

①信用取引貸付金の本担保証
券 6,244百万円

②信用取引借証券 1,770

③受入保証金代用有価証券 8,373

④受入証拠金代用有価証券 77

　 　

　

※９　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示されておりま
す。相殺前の表示は次のとおりであります。

負ののれん 3,084百万円

のれん 2

計 3,082

　10　当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る

　　　貸出未実行残高（貸手側）

　　　　　　　　　　　　　　　　　919百万円

(未確定事項) 

  当社は、平成19年４月１日付けで、オリエント貿易(株)

を株式交換により完全子会社化いたしました。当該株式交

換にあたり、反対株主より株式買取請求があり、現在、裁判

所に対し、価格の決定の申立てが成されております。 

  当連結財務諸表の作成にあたり、上記の株式買取につき

ましては、株式交換条件に基づく交付株式数と、株式交換

条件公表時の時価(主要条件公表日の直前５営業日の終値

の平均値)から算定される評価額で、買取が行われたもの

と仮定して処理しております。 

　
─────────
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　　別表　担保に供されている資産

　　　第51期（平成20年３月31日現在）

科目
被担保　　　　債務
残高　　（百万
円）

担保内容

現金及び預金
（百万円）

商品有価証券
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

　短期借入金 4,093 ― 474 30 1,532 2,037

　信用取引借入金 7,243 ― ― ― 4,261 4,261

計 11,336 ― 474 30 5,793 6,299

　（注）１　担保に供している資産は、期末で計上しております。

　　　　２　その他の金額は、担保として差入を受けた有価証券及び信用取引の自己融資見返り株券を担保 

　　　　　　として差入れたものであります。

　　　　３　その他金融機関に差入れている有価証券302百万円があります。

　

　　　第52期（平成21年３月31日現在）

科目
被担保　　　　債務
残高　　（百万
円）

担保内容

現金及び預金
（百万円）

商品有価証券
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

　短期借入金 2,100 ― ― 448 1,192 1,641

　信用取引借入金 2,189 ― ― ― 2,504 2,504

計 4,289 ― ― 448 3,697 4,145

　（注）１　担保に供している資産は、期末時価で計上しております。

　　　　２　その他の金額は、担保として差入を受けた有価証券2,269百万円及び信用取引の自己融資見返り株券

　　　　　　1,427百万円を担保として差入れたものであります。

　　　　３　上記のほかに、取引証拠金等として信用取引の自己融資見返り株券421百万円、有価証券62百万円、その他

　　　　　の預託金37百万円、差入保証金1,094百万円及び担保として差入を受けた有価証券272百万円を差入れており

　　　　　ます。

　　　　　　また、「現金及び預金」に含まれている定期預金20百万円、投資その他の資産「その他」に含まれ

　　　　　ている長期預金500百万円を当座借越契約の担保に供しております。

　　　　　　なお、当連結会計年度末において同契約による当座借越残高はありません。
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　金融収益の内訳

信用取引受取利息・品貸料 886百万円

受取配当金 17

受取債券利子 0

受取利息 100

その他 32

　計 1,036

※１　金融収益の内訳

信用取引受取利息・品貸料 516百万円

受取配当金 11

受取債券利子 3

受取利息 67

その他 55

　計 655

※２　トレーディング損益の内訳

トレーディング損益 　

(株券等) △25百万円

(債券等) 120

(受益証券) △9

(その他) 198

　計 284

トレーディング損益には証券先物取引等の売買損

益を含んでおります。

※２　トレーディング損益の内訳

トレーディング損益 　

(株券等) 678百万円

(債券等) 473

(受益証券) 29

(その他) △3

　計 1,177

トレーディング損益には証券先物取引等の売買損

益を含んでおります。

※３　金融費用の内訳

信用取引支払利息・品借料 356百万円

支払利息 64

その他 0

　計 421

※３　金融費用の内訳

信用取引支払利息・品借料 232百万円

支払利息 17

その他 0

　計 249

※４　取引関係費の内訳

支払手数料 258百万円

取引所・協会費 312

通信・運送費 692

旅費・交通費 328

広告宣伝費 301

交際費 52

　計 1,945

※４　取引関係費の内訳

支払手数料 259百万円

取引所・協会費 557

通信・運送費 538

旅費・交通費 229

広告宣伝費 101

交際費 50

　計 1,737

※５　人件費の内訳

報酬・給料 4,989百万円

退職給付費用 55

退職金 1

福利厚生費 560

賞与引当金繰入 340

　計 5,948

※５　人件費の内訳

報酬・給料 5,173百万円

退職給付費用 42

退職金 5

福利厚生費 337

賞与引当金繰入 90

　計 5,649

※６　不動産関係費の内訳

不動産費 718百万円

器具・備品費 239

　計 957

※６　不動産関係費の内訳

不動産費 392百万円

器具・備品費 574

　計 966

※７　事務費の内訳

事務委託費 1,075百万円

事務用品費 222

　計 1,297

※７　事務費の内訳

事務委託費 937百万円

事務用品費 224

　計 1,161
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※８　固定資産売却益の内訳

器具備品・運搬具 0百万円

土地 ―

　計 0

※８　固定資産売却益の内訳

建物 562百万円

土地 27

　計 590

※９　固定資産除却損の内訳

建物 44百万円

器具備品・運搬具 54

ソフトウェア 23

その他 0

　計 122

※９　固定資産除却損の内訳

建物 11百万円

器具備品・運搬具 12

その他 0

　計 23

※10　減損損失

　当連結会計年度において、連結子会社であるエイチ・
エス証券株式会社において、証券システムの入れ替え
を取締役会で決議したこと及び営業キャッシュ・フ
ローの低下により、また連結子会社であるオリエント
貿易株式会社におきましては、営業キャッシュフロー
の低下及び継続的な地価の下落により、下記資産グ
ループについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損益に計上いたしま
した。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

遊休資産 土地及び建物 山梨県 31

証券業務

建物等 東京都 1

器具備品 東京都 2
ソフトウエ
ア

東京都 540

合計 575

　エイチ・エス証券株式会社及びオリエント貿易株式

会社では、営業用店舗につきまして支店毎に継続的な

収支の把握を行っていることから各支店を、また賃貸

不動産及び遊休資産につきましては各資産をグルーピ

ングの最小単位としております。また、本社、研修所、福

利厚生施設等につきましては複数の資産グループの

キャッシュ・フロー生成に寄与することから共用資産

としております。

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によ

り測定していますが、残存使用期間が１年未満である

ため、割引計算は行っておりません。

※10　減損損失

　当連結会計年度において、連結子会社であるエイチ・
エス証券株式会社、エイチ・エス・フューチャーズ株
式会社及びオリエント証券株式会社は、営業活動から
生ずる損益が継続してマイナスの事業所の資産グルー
プについて、その収益性が当初の予定よりも低下して
いるため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

本社  建物附属設備  東京都 66

　  器具備品・運搬具 　 51

　  ソフトウエア 　 93

　  電話加入権 　 16

　  リース資産 　 163

　  その他 　 4

店舗  建物等  東京都他 72

合計 468

　エイチ・エス証券株式会社、エイチ・エス・フュー

チャーズ株式会社及びオリエント証券株式会社では、

営業用店舗につきまして支店毎に継続的な収支の把握

を行っていることから各支店を、また賃貸不動産及び

遊休資産につきましては各資産をグルーピングの最小

単位としております。また、本社、研修所、福利厚生施設

等につきましては複数の資産グループのキャッシュ・

フロー生成に寄与することから共用資産としておりま

す。

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によ

りますが、使用価値の算定が困難であるため零として

おります。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 40,953,500 ─ ─ 40,953,500
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 1,119,285 1,638 326,106 794,817
　

  (変動事由の概要) 

   増加数の主な内訳は、次の通りであります。

   (1) 単元未満株の買取による増加　　　　　　　 　1,638株　

   (2) 株式交換による減少　　　　　　 　　　　  326,106株

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

Khan Bank LLC新株予約権 普通株式 ― ― ─ ─ 14

(注) 上記新株予約権は、行使期間の初日が到来しておりません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 40,953,500 ─ ─ 40,953,500

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当連結会計年度末(株)

普通株式 794,817 10,141 ─ 804,958
　

  (変動事由の概要) 

   増加数の主な内訳は、単元未満株の買取による増加であります。

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

Khan Bank LLC新株予約権 普通株式 ― ― ― ― 12

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金・預金勘定 12,607百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △900

現金及び現金同等物 11,707

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金・預金勘定 15,688百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △70

現金及び現金同等物 15,618

※２株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳

日本エムアンドエイマネジメント株式会社

　 流動資産 74百万円

　 固定資産 318

　 流動負債 317

　 固定負債 20

　 その他有価証券評価差額金 △13

　 少数株主持分 36

　 株式売却損 21

　 株式売却価格 10百万円

　 現金及び現金同等物 66

差引：売却による支出 56百万円

　
──────────
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　　　　　　　　──────────

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引
（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
　　額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額
　　　　　　　　　　　　　　　　　（器具備品）

取得価額相当額 224百万円

減価償却累計額相当額 132

期末残高相当額 92

1　ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　主として、証券関連事業における複合機、「器具

　　及び備品」であります。

　②　リースの減価償却費の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価

　　償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

　　ます。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は以下のと

おりであります。

 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　（器具備品）

取得価額相当額 181百万円

減価償却累計額相当額 128

減損損失累計額相当額 53

期末残高相当額 ―

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ソフトウェア）

取得価額相当額 106百万円

減価償却累計額相当額 26

期末残高相当額 79

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ソフトウェア）

取得価額相当額 103百万円

減価償却累計額相当額 35

減損損失累計額相当額 68

期末残高相当額 ―

　　　　　　　　　　　　　　　　　（合計）

取得価額相当額 331百万円

減価償却累計額相当額 159

期末残高相当額 172

　　　　　　　　　　　　　　　　　（合計）

取得価額相当額 285百万円

減価償却累計額相当額 163

減損損失累計額相当額 121

期末残高相当額 ―

（2）未経過リース料期末残高相当額等

　 　未経過リース料期末残高相当額

一年内 80百万円

一年超 93

合計 174

（2）未経過リース料期末残高相当額等

　 　未経過リース料期末残高相当額

一年内 43百万円

一年超 45

合計 89

リース資産減損勘定の残高 89
（3）当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 85百万円

減価償却費相当額 83

支払利息相当額 3

（3）当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 44百万円

リース資産減損勘定の取崩額 42

減価償却費相当額 42

支払利息相当額 2

減損損失 132

（4）減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
　　額法によっております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

同左
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

（5）利息相当額の算定方法
　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
　　額を利息相当額とし、各期への配分方法について
　　は、利息法によっております。

（5）利息相当額の算定方法

同左

 

（6）（減損損失について）
　　リース資産に配分された減損損失はありません。 ──────────

２　オペレーティング・リース取引

　　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

　　ものに係る未経過リース料

一年内 1百万円

一年超 3

合計 4
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(有価証券関係)

1　トレーディングに係るもの

（1）商品有価証券等（売買目的有価証券）

区分

前連結会計年度(平成20年３月31日) 当連結会計年度(平成21年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

当連結会計年度の
損益に含まれた
評価差額(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

当連結会計年度の
損益に含まれた
評価差額(百万円)

株式 607 △339 148 317

債券 66 0 310 9

受益証券 63 △26 ― 26

合計 737 △265 459 353

　

２　トレーディングに係るもの以外

（1）その他有価証券で時価のあるもの

区分 種類

前連結会計年度(平成20年３月31日)当連結会計年度(平成21年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 204 309 104 73 94 21

債券 101 102 1 301 302 1

その他 15 16 1 ― ― ―

小計 320 427 107 374 397 22

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 2,715 2,014 △700 895 572 △322

債券 200 151 △48 200 153 △46

その他 148 136 △12 166 107 △58

小計 3,063 2,302 △761 1,261 833 △428

合計 3,384 2,730 △654 1,636 1,230 △406

　

（2）当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

売却額(百万円) 701 137

売却益の合計額(百万円) 22 20

売却損の合計額(百万円) 13 0

　

（3）時価評価されていない有価証券
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前連結会計年度
(平20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

満期保有目的の債券 　 　

　非上場外国債券 1,403 ―

子会社株式及び関連会社株式 　 　

　　子会社株式 29 0

　　関連会社株式 10,342 11,476

その他有価証券 　 　

　　非上場株式 489 1,133

　　非上場外国債券 ― 3,238

　　投資事業有限責任組合等に対する出資 1,076 1,120

　　その他 53 11

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（4）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　

区分

前連結会計年度(平成20年３月31日) 当連結会計年度(平成21年３月31日)

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

非上場外国債券 1,403 ― ― ― 3,438 ― ― 153

非上場国内債券 ― 102 ― 151 ― 102 ― ―
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容

当社グループは、商品市場に上場されている各種商品の先物取引（商品先物取引及び商品オプ

ション取引）についての「受託業務」の他、「自己売買業務」も行っております。

(2) 取引に対する取組方針

自己売買業務は、商品市場のものについては国内の各商品取引所の定める商品毎の建玉制限の

範囲内で慎重に行っております。

(3) 取引の利用目的

自己売買業務は、収益獲得を目的としております。

(4) 取引に係るリスクの内容

当社グループが利用している貴金属や農産物を取引の対象とした商品先物取引や商品オプショ

ン取引は、それぞれ商品先物相場における価格変動のリスクを有しております。

　これらの取引は商品取引所の商品市場において行われているため、契約履行上のリスクは極めて

軽微と判断しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引は、ディーリング部で行っておりますが、取引に係るリスク管理は、ディーリ

ング業務運用規程に従って取引高及びリスク管理の運営を行い、これらの損益の状況や建玉状況

は日々担当役員に報告されております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項における契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的

な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを

示すものではありません。

　なお、時価の算定上の基準価格は各商品取引所における最終約定値段に基づいております。

　

２　取引の時価等に関する事項

   該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容

当社グループは、商品市場に上場されている各種商品の先物取引（商品先物取引及び商品オプ

ション取引）についての「受託業務」の他、「自己売買業務」も行っております。

(2) 取引に対する取組方針

自己売買業務は、商品市場のものについては国内の各商品取引所の定める商品毎の建玉制限の

範囲内で慎重に行っております。

(3) 取引の利用目的

自己売買業務は、収益獲得を目的としております。

(4) 取引に係るリスクの内容

当社グループが利用している貴金属や農産物を取引の対象とした商品先物取引や商品オプショ

ン取引は、それぞれ商品先物相場における価格変動のリスクを有しております。

　これらの取引は商品取引所の商品市場において行われているため、契約履行上のリスクは極めて

軽微と判断しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引は、当社子会社エイチ・エス・フューチャーズ株式会社で行っておりますが、

取引に係るリスク管理は、自己取引管理規程に従って取引高及びリスク管理の運営を行い、これら

の損益の状況や建玉状況は日々同社担当役員に報告されております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項における契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的

な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを

示すものではありません。

　なお、時価の算定上の基準価格は各商品取引所における最終約定値段に基づいております。

　

２　取引の時価等に関する事項

   該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　提出会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度

を設けております。
 

１　採用している退職給付制度の概要

　　提出会社及び国内連結子会社１社は、確定給付型の制

度として退職一時金制度を設けております。

　そのほか、国内連結子会社１社は、退職前払制度及び

総合設立型の厚生年金基金制度を設けております。

国内連結子会社の加入する厚生年金基金は総合設立方

式であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理

的に計算することができないため、退職給付に係る会

計基準（企業会計審議会：平成10年６月16日）注解12

（複数事業主制度の企業年金について）により、年金

基金への要拠出額を退職給付費用として処理しており

ます。

　なお、要支給額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月

31日現在）

　 年金資産の額 68,029百万円

年金財政計算上の給付債務の額 63,454

差引額 4,575

（2）制度全体に占める当社グループの給与総額割合

　 　平成21年３月分　　　　　　　　　　　　1.53％

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務
　　(期末自己都合要支給額)

103百万円

②　退職給付引当金 103
 

（3）補足説明

　　　上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算

　　上の未償却過去勤務債務残高1,446百万円及び剰余

　　金4,693百万円であります。本制度における過去勤　　

　　務債務の償却方法は期間12年元利均等償却であ

　　り、当社グループは、当期の連結財務諸表上、特

　　別掛金１百万円を費用処理しております。

      なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負

　　担割合とは一致しません。

 

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務
　　(期末自己都合要支給額)

109百万円

②　退職給付引当金 109

３　退職給付費用に関する事項
 

３　退職給付費用に関する事項

　簡便法による退職給付費用 55百万円

間便法による退職給付費用 19百万円

複数事業主制度による企業年金の年
金基金

23

合計 41
　

　 　

　
※なおオリエント貿易株式会社は、平成19年４月30日を

もって適格企業年金制度を廃止し、平成19年５月１日よ

り退職金前払制度に移行しております。これにより、退

職給付引当金のうち、確定支給額を固定負債の「その

他」に含めて表示しております。なお、本移行に伴い、退

職金給付制度一部終了益51百万円を特別利益に計上し

ております。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　
平成17年７月発行

新株予約権

平成17年９月発行 

新株予約権

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員3名及び従業員181名 当社執行役員１名及び従業員５名

株式の種類及び付与数 普通株式　　      250,000株　普通株式　　      9,000株　

付与日 平成17年７月21日 平成17年９月20日

権利確定条件

付与日（平成17年７月21日）から
権利確定日（平成20年７月１日）
まで継続して勤務していること。
上記の内容については、提出会社の
状況参照。

付与日（平成17年９月20日）から
権利確定日（平成20年７月１日）
まで継続して勤務していること。
上記の内容については、提出会社の
状況参照。

対象勤務期間
自平成17年７月21日
至平成20年７月１日

自平成17年９月20日
至平成20年７月１日

権利行使期間
自平成20年７月１日
至平成25年６月30日

自平成20年７月１日
至平成25年６月30日

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

　
平成17年７月発行

新株予約権

平成17年９月発行 

新株予約権

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年６月24日

権利確定前 　 　

　期首(株) 179,000 6,000

　付与(株) ― ―

　失効(株) 49,000 ―

　権利確定(株) ― ―

　未確定残(株) 130,000 6,000

権利確定後 　 　

　期首(株) ― ―

　権利確定(株) ― 　　　―

　権利行使(株) ― ―

　失効(株) ― ―

　未行使残(株) ― ―

　

②　単価情報

　
平成17年７月発行

新株予約権

平成17年９月発行 

新株予約権

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年６月24日

権利行使価格(円) 2,350 2,499

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な
評価単価（円）

― ―
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　
平成17年７月発行

新株予約権

平成17年９月発行 

新株予約権

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数 当社執行役員３名及び従業員181名 当社執行役員１名及び従業員５名

株式の種類及び付与数 普通株式　　      250,000株　普通株式　　      9,000株　

付与日 平成17年７月21日 平成17年９月20日

権利確定条件

付与日（平成17年７月21日）から
権利確定日（平成20年７月１日）
まで継続して勤務していること。
上記の内容については、提出会社の
状況参照。

付与日（平成17年９月20日）から
権利確定日（平成20年７月１日）
まで継続して勤務していること。
上記の内容については、提出会社の
状況参照。

対象勤務期間
自平成17年７月21日
至平成20年７月１日

自平成17年９月20日
至平成20年７月１日

権利行使期間
自平成20年７月１日
至平成25年６月30日

自平成20年７月１日
至平成25年６月30日

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

　
平成17年７月発行

新株予約権

平成17年９月発行 

新株予約権

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年６月24日

権利確定前 　 　

　期首(株) 130,000 6,000

　付与(株) ― ―

　失効(株) 5,000 ―

　権利確定(株) 125,000 6,000

　未確定残(株) ― ―

権利確定後 　 　

　期首(株) ― ―

　権利確定(株) 125,000 6,000

　権利行使(株) ― ―

　失効(株) 2,000 ―

　未行使残(株) 123,000 6,000

　

②　単価情報

　
平成17年７月発行

新株予約権

平成17年９月発行 

新株予約権

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年６月24日

権利行使価格(円) 2,350 2,499

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な
評価単価（円）

― ―
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(税効果会計関係)

　

前連結会計年度

(平成20年３月31日)

当連結会計年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産) 　

繰越欠損金 3,059百万円

証券取引責任準備金 197

商品取引責任準備金 159

訴訟損失引当金 12

退職給付引当金 55

貸倒引当金 420

投資有価証券（ストック・オプ
ション行使）

114

投資有価証券評価損 208

証券事故損失 150

有価証券評価差額金 366

減価償却 222

投資組合損失 320

減損損失 62

子会社株式 903

その他 313

繰延税金資産小計 6,570

評価性引当額 △6,570

繰延税金資産合計 ―
　 　

(繰延税金負債) 　

その他有価証券評価差額金 △ 29

繰延税金負債合計 △ 29

差引：繰延税金負債純額 △ 29

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産) 　

繰越欠損金 4,353百万円

証券取引責任準備金 25

商品取引責任準備金 77

訴訟損失引当金 165

退職給付引当金 44

貸倒引当金 382

投資有価証券（ストック・オプ
ション行使）

114

投資有価証券評価損 225

証券事故損失 195

有価証券評価差額金 221

減価償却 222

投資組合損失 172

減損損失 214

子会社株式 1,820

関係会社株式 356

その他 265

繰延税金資産小計 8,857

評価性引当額 △8,857

繰延税金資産合計 ―
　 　

(繰延税金負債) 　

その他有価証券評価差額金 4

繰延税金負債合計 4

差引：繰延税金負債純額 4

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

税率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

  (調整) 　

のれん及び負ののれん償却 86.58

持分法投資損益 251.45

持分変動損益 10.96

評価性引当額の影響 △442.51

交際費等永久に損金に算入されない項
目

△5.74

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

37.71

住民税均等割 △5.36

海外子会社課税 111.92

投資事業組合 △265.10

その他 5.39

税効果会計適用後の法人税等の負担率△174.01
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

税率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

  (調整) 　

のれん及び負ののれん償却 △13.0

持分法投資損益 △43.6

持分変動損益 1.3

評価性引当額の影響 54.8

交際費等永久に損金に算入されない項
目

0.2

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△0.6

住民税均等割 0.7

海外子会社課税 △15.5

投資事業組合 0.5

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.6
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（セグメント情報）

　

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
証券関連
事業
(百万円)

銀行関連
事業
(百万円)

商品先物
関連事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　営業収益及び営業利益 　 　 　 　 　 　 　

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する営業収益

3,412 9,710 2,632 354 16,109 ― 16,109

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

― ― 0 152 152 (152) ―

計 3,412 9,710 2,632 506 16,262(152)16,109

営業費用 5,228 7,162 3,835 793 17,019(168)16,851

営業利益又は営業損失(△) △ 1,8152,547△ 1,202△ 287 △ 757 15 △ 741

Ⅱ　資産、減価償却費、減
　　損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 33,71257,4526,70723,032120,9043,933124,838

減価償却費 253 335 107 5 701 ― 701

減損損失 544 ― 31 ― 575 ― 575

資本的支出 154 1,473 41 2 1,671 ― 1,671

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主なサービス

①　証券関連事業　有価証券及びデリバティブ商品の売買及び委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証

券の募集及び売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱、有価証券に関する投資顧問業務その

他の証券業務

②　銀行関連事業　預金業務、貸付業務他

　③　商品先物関連事業　商品の先物取引、現金決済取引、指数先物取引、オプション取引を行う業務

④　その他事業　　ベンチャーキャピタル業務、M&A業務、投資信託業務、債権管理回収業務

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(3,933百万円)の主なものは、長期投資資金（投資有価証

券）等であります。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更(役員退職慰労引当金)」に記載の通り、当連結会計

年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）の

公表を機に「租税特別措置法の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金に関する

監査上の取り扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号　平成19年４月13日）が公表さ

れたことを踏まえ、当連結会計年度末より内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度おける商品先物関連事業の営業損失が５百

万円増加しております。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取り扱い)」に記載の通り、当連結会計年度から「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日改正）を適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度おける銀行関連事業の営業利益が５百万円増加し

ております。
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　　　当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　

　
証券関連
事業
(百万円)

銀行関連
事業
(百万円)

商品先物
関連事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　営業収益及び営業利益 　 　 　 　 　 　 　

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する営業収益

3,20512,4811,367 704 17,759 ― 17,759

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

― ― 0 163 163 (163) ―

計 3,20512,4811,367 867 17,923(163)17,759

営業費用 4,476 9,836 2,728 850 17,891(202)17,688

営業利益又は営業損失(△) △1,270 2,645△1,360 17 31 39 70

Ⅱ　資産、減価償却費、減
　　損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産    28,73959,6858,67925,412122,517(13,591)108,926

減価償却費 97 491 29 4 622 ― 622

減損損失 249 ― 218 ― 468 ― 468

資本的支出 23 1,551 9 30 1,615 ― 1,615

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主なサービス

①　証券関連事業　有価証券及びデリバティブ商品の売買及び委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証

券の募集及び売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱、有価証券に関する投資顧問業務その

他の証券業務

②　銀行関連事業　預金業務、貸付業務他

　③　商品先物関連事業　商品の先物取引、現金決済取引、指数先物取引、オプション取引を行う業務

④　その他事業　　ベンチャーキャピタル業務、M&A業務、投資信託業務、債権管理回収業務

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(△13,591百万円)の主なものは、関係会社株式等でありま

す。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

アメリカ
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　営業収益及び営業利益 　 　 　 　 　 　

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する営業収益

6,365 9,710 33 16,109 ― 16,109

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

17 ― ― 17 (17) ―

計 6,382 9,710 33 16,126 (17) 16,109

営業費用 9,675 7,162 40 16,879 (27) 16,851

営業利益又は営業損失(△) △ 3,292 2,547 △ 7 △ 752 10 △ 741

Ⅱ　資産 63,21957,753 63 121,036 3,801124,838

(注) １　国又は地域の区分の方法は、地理的接近度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域……アジア：モンゴル,アメリカ：アメリカ合衆国

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(3,801百万円)の主なものは、長期投資資金（投資有価証

券）等であります。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更(役員退職慰労引当金)」に記載の通り、当連結会計

年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）の

公表を機に「租税特別措置法の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金に関する

監査上の取り扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号　平成19年４月13日）が公表さ

れたことを踏まえ、当連結会計年度末より内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度おける日本での営業損失が５百万円増加し

ております。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取り扱い)」に記載の通り、当連結会計年度から「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日改正）を適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度おけるアジアでの営業利益が５百万円増加してお

ります。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

アメリカ
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　営業収益及び営業利益 　 　 　 　 　 　

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する営業収益

5,227 12,482 49 17,759 ― 17,759

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

6 ― ― 6 (6) ―

計 5,234 12,482 49 17,766 (6) 17,759

営業費用 7,808 9,854 32 17,695 (6) 17,688

営業利益又は営業損失(△) △2,573 2,628 16 70 ― 70

Ⅱ　資産 51,04660,245 296 111,587(2,661)108,926

(注) １　国又は地域の区分の方法は、地理的接近度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域……アジア：モンゴル,アメリカ：アメリカ合衆国

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(△2,661百万円)の主なものは、長期投資資金（投資有価証

券）等であります。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　 アジア アメリカ 計

海外売上高(百万円) 9,710 33 9,743

連結売上高(百万円) ― ― 16,109

連結売上高に占める海外売上高の割合
(％)

60.3 0.2 60.5

(注) １　国又は地域の区分の方法は、地理的接近度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域……アジア：モンゴル,アメリカ:アメリカ合衆国

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 アジア アメリカ 計

海外売上高(百万円) 12,482 49 12,531

連結売上高(百万円) ― ― 17,759

連結売上高に占める海外売上高の割合
(％)

70.3 0.3 70.6

(注) １　国又は地域の区分の方法は、地理的接近度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域……アジア：モンゴル,アメリカ:アメリカ合衆国

　

EDINET提出書類

澤田ホールディングス株式会社(E03770)

有価証券報告書

 78/104



【関連当事者情報】
　

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　
　役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員が
議決権
の過半
数を所
有して
いる会
社

(有)秀イ
ンター

東京都
渋谷区

5
不動産賃貸
業

被所有直接　
2.74%

― ― 支払利息 0短期借入金 650

(注) １　記載金額のうち、取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

（1）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は２～５年、期限一

括又は分割返済としております。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

(追加情報)

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号　平成18年10月17日)及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日)を

適用しております。

この結果、従来の開示対象範囲に加えて、子会社の役員の近親者が議決権を所有している会社が開示対象に

追加されております。

　

１　関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社
 

(有)秀インター
 

東京都渋
谷区
 

5
 

不動産賃貸
業
 

被所有
直接2.74％

　

資金の返済
 

資金の返済
（注1）　　
利息の支払

650

 
2

―
 
―

―
 
―

(注) １　記載金額のうち、取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

借入金の返済については、前連結会計年度に借り入れた短期借入金を当連結会計年度において返済しており

ます。

　なお、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は短期約４ヶ月、無担保、一括

返済としております。
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(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引

　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む）

Tavan Bogd
Foods Co.,Ltd

U l a a n b a a t a r ,
Mongolia

0
食料品輸
入

なし

子会社の
役員の近
親者が議
決権を所
有してい
る会社

資金の貸付
（注2）
利息の受取

コミットメ
ントフィー
の受取

153

19

 

0

貸出金

 
未収収益

75

 

 

1

(注) １　記載金額のうち、取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　資金の貸付については、コミットメントライン契約を極度額136百万円締結しており貸付未実行残高は、60百

万円であります。

　なお、本貸付については銀行の貸付業務の一環としてモンゴルの他の企業に対する貸付条件と同様の条件

で、貸付期間は１年であり、担保の提供をうけております。なお、資金の貸付取引金額は、貸付平均残高で表示

しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社は(株)外為どっとコム及び九州産業交通ホールディングス

(株)であり、両社の財務諸表を合算して作成した要約財務情報は以下のとおりであります。

(百万円)

流動資産合計 110,852

固定資産合計 30,130

流動負債合計 94,772

固定負債合計 19,212

純資産合計 26,997

　 　

売上高 45,995

税引前当期純利益 14,930

当期純利益 8,923
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額                       596円97銭１株当たり純資産                    599円14銭

１株当たり当期純損失金額                  10円46銭１株当たり当期純利益金額 25円68銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりま
せん。

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額    　　　　 　

25円30銭
 

　

(注)　算定上の基礎

　　   １ １株当たり当期純資産額　

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 27,866 26,810

普通株式に係る純資産額(百万円) 23,973 24,054

差額の主な内訳(百万円) 　 　

　新株予約権 14 12

　少数株主持分 3,878 2,743

普通株式の発行済株式数(千株) 40,953 40,953

普通株式の自己株式数(千株) 794 804

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数(千株)

40,158 40,148

　　 ２　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の　算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 前連結会計年度 当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
(△)(百万円)

△420 1,031

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)
(百万円)

△420 1,031

普通株式の期中平均株式数(千株) 40,159 40,149

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用い
られた当期純利益調整額の主要な内訳（百万円）

連結子会社及び持分法適用関連会社の潜在株式に係
る当期純利益調整額

― △15

当期純利益調整額（百万円） ― △15

普通株式増加数（千株） ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概
要

潜在株式の種類
（新株予約権）
潜在株式の数
（　1,360個）

提出会社
澤田ホールディングス
株式会社
（新株予約権　1,290個）
持分法適用会社
エイチ・エス・アシスト
株式会社
（新株予約権　　245個）

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　 該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　 該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　 該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 6,916 3,148 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 332 6.3 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 7 ― ―

長期借入金
　(１年以内に返済予定のものを除く)

260 4,137 6.3 平成22年～平成43年

リース債務
　(１年以内に返済予定のものを除く)

― 22 ―  平成22年～平成25年

その他有利子負債 　 　 　 　

信用取引借入金 10,692 2,189 1.1 ―

銀行業務における顧客預金及び政府か
らの預金

50,116 ― ― ―

合計 67,984 9,836 ― ―

(注)　１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率等を記載しております。

　　　２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務

　　を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　　　３．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以

　　下のとおりであります。

　
１年超２年以内　　　　

　(百万円)
２年超３年以内　　　　

　(百万円)
３年超４年以内　　　　

　(百万円)
４年超５年以内　　　　

　(百万円)

　長期借入金 1,256 742 1,283 747

　リース債務 7 6 6 1

※連結子会社が営む銀行業は、預金の受入れ等を営業活動として行っているため借入金等明細表については、連結

　貸借対照表中「負債の部」の「短期借入金」及び「長期借入金」勘定の内訳を記載しております。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
第１四半期

(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

第２四半期
(自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日)

第３四半期
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

第４四半期
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

営業収益(百万円) 4,677 4,555 4,669 3,857

税金等調整前四半期
純利益金額又は純損
失金額(△)(百万円)

1,679 154 1,008 △160

四半期純利益金額又
は純損失金額(△)　
(百万円)

1,149 △405 471 △184

１株当たり四半期純
利益金額又は純損失
金額(△)(円)

28.67 △10.10 11.75 △4.60
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 242 1,145

短期貸付金 331 93

立替金 0 0

その他 8 14

流動資産計 582 1,253

固定資産

有形固定資産 － 0

器具及び備品（純額） － ※1
 0

無形固定資産 － 8

ソフトウエア － 8

投資その他の資産 23,931 23,290

投資有価証券 2,178 ※2
 1,905

関係会社株式 18,334 20,310

その他の関係会社有価証券 3,289 742

出資金 4 4

関係会社長期貸付金 － 196

差入保証金 124 131

固定資産計 23,931 23,300

資産合計 24,514 24,553

負債の部

流動負債

未払費用 10 0

賞与引当金 1 1

未払金 15 6

未払法人税等 2 4

預り金 6 5

短期借入金 939 －

関係会社短期借入金 － 2,800

その他 － 0

流動負債計 976 2,818

固定負債

退職給付引当金 0 －

役員退職慰労引当金 21 21

負ののれん 1 －

固定負債計 23 21

負債合計 999 2,840
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,223 12,223

資本剰余金

資本準備金 11,057 11,057

資本剰余金合計 11,057 11,057

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,579 △478

利益剰余金合計 1,579 △478

自己株式 △648 △648

株主資本合計 24,211 22,153

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △697 △439

評価・換算差額等合計 △697 △439

純資産合計 23,514 21,713

負債純資産合計 24,514 24,553
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業収益

経営指導料 162 ※7
 204

その他 18 8

営業収益計 180 212

純営業収益 180 212

販売費及び一般管理費 176 164

取引関係費 ※1
 14

※1
 38

人件費 ※2
 94

※2
 98

不動産関係費 ※3
 3

※3
 4

事務費 ※4
 26

※4
 0

減価償却費 － 0

租税公課 ※5
 22

※5
 17

その他 ※6
 14

※6
 5

営業利益 4 48

営業外収益 45 33

受取利息 12 ※7
 21

受取配当金 0 －

投資事業組合運用益 ※7
 11 －

有価証券利息 － 5

その他 21 6

営業外費用 648 353

支払利息 － ※7
 40

投資事業組合運用損 ※7
 643

※7
 271

為替差損 － 41

その他 5 0

経常損失（△） △598 △272

特別利益 220 347

関係会社株式売却益 － 336

貸倒引当金戻入額 0 －

その他 220 10

特別損失 21 2,131

役員退職慰労引当金繰入額 21 －

投資有価証券評価損 － 1,535

関係会社株式評価損 － 595

税引前当期純損失（△） △398 △2,056

法人税、住民税及び事業税 1 1

法人税等合計 1 1

当期純損失（△） △399 △2,057
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,223 12,223

当期末残高 12,223 12,223

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 11,057 11,057

当期末残高 11,057 11,057

資本剰余金合計

前期末残高 11,057 11,057

当期末残高 11,057 11,057

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 2,119 1,579

当期変動額

当期純損失（△） △399 △2,057

自己株式の処分 △140 －

当期変動額合計 △540 △2,057

当期末残高 1,579 △478

利益剰余金合計

前期末残高 2,119 1,579

当期変動額

当期純損失（△） △399 △2,057

自己株式の処分 △140 －

当期変動額合計 △540 △2,057

当期末残高 1,579 △478

自己株式

前期末残高 △1,253 △648

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 606 －

当期変動額合計 605 △0

当期末残高 △648 △648

株主資本合計

前期末残高 24,147 24,211

当期変動額

当期純損失（△） △399 △2,057

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 466 －

当期変動額合計 64 △2,058

当期末残高 24,211 22,153
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △389 △697

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△308 257

当期変動額合計 △308 257

当期末残高 △697 △439

評価・換算差額等合計

前期末残高 △389 △697

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△308 257

当期変動額合計 △308 257

当期末残高 △697 △439

純資産合計

前期末残高 23,757 23,514

当期変動額

当期純損失（△） △399 △2,057

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 466 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △308 257

当期変動額合計 △243 △1,800

当期末残高 23,514 21,713
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【重要な会計方針】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) トレーディングに関する有価証券等

商品有価証券等(売買目的有価証券)および、デリバティ

ブ取引については、時価法(売却原価は移動平均法により

算出)を採用しております。

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) トレーディングに関する有価証券等

──────────

(2) トレーディング関連以外の有価証券等

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

時価のある有価証券については、決算日の市場価額等に

基づく時価法（評価差額については全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用

し、時価のない有価証券については、移動平均法による原

価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合お

よびそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

(2) トレーディング関連以外の有価証券等

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

②　その他有価証券

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

──────────

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　器具及び備品　　　　５年

(2) 無形固定資産

──────────

 

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

３　引当金及び準備金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計

算方法による支給見込額の当期負担額を計上しておりま

す。

３　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当社の退職金規定に基

づく当期末要支給額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

──────────

 

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期

末要支給額を計上しております。
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　 前事業年度

(自　平成19年４月１日

  至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

  至　平成21年３月31日)

４　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場

合には特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

(3) ヘッジ方針

金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。

──────────

 
 

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお

ります。

また固定資産に係る控除対象外消費税は「その他の投資

等」に計上し、法人税法に規定する期間（５年）で償却

しております。

４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。
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【会計方針の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

（役員退職慰労引当金）

　役員退職慰労金は、従来、支給時の費用として処理してお

りましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）の公

表を機に「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引

当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委

員会報告第42号　平成19年４月13日が公表されたことを踏

まえ、当事業年度より内規に基づく会計年度末要支給額を

役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しており

ます。

　この変更により、従来の方法によった場合と比べて、税引

前当期純損失及び当期純損失は、それぞれ21百万円増加し

ております。

──────────

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

────────── （損益計算書）

１. 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表 

示しておりました「支払利息」は、営業外費用の100分の

10を超えたため、当事業年度より区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「支払利息」の金額は、２百万円であ

ります。

２. 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「為替差損」は、営業外費用の100分の

10を超えたため、当事業年度より区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「為替差損」の金額は、２百万円であ

ります。

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

──────────

　 　
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

器具及び備品 0百万円

────────── ※２ 投資有価証券の消費貸借契約

　投資有価証券には、有価証券の消費貸借契約に基づく貸

付有価証券349百万円が含まれております。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１ 取引関係費の内訳　

　支払手数料 0百万円

　取引所・協会費 1

　通信・運送費 2

　旅費・交通費 3

　広告宣伝費 2

　交際費 3

計 14

※１ 取引関係費の内訳　

　支払手数料 29百万円

　取引所・協会費 1

　通信・運送費 2

　旅費・交通費 3

　広告宣伝費 0

　交際費 2

計 38

※２　人件費の内訳

　報酬・給料 85百万円

　退職給付費用 0

　福利厚生費 4

　賞与引当金繰入 3

計 94

※２　人件費の内訳

　報酬・給料 96百万円

　福利厚生費 0

　賞与引当金繰入 1

計 98

※３　不動産関係費の内訳

　不動産費 2百万円

　器具・備品費 0

計 3

※３　不動産関係費の内訳

　不動産費 4百万円

計 4

※４　事務費の内訳

　事務委託費 26百万円

　事務用品費 0

計 26

※４　事務費の内訳

　事務用品費 0百万円

計 0

※５ 租税公課の内訳
　事業所税・事業税 17百万円

　源泉所得税・
　住民税利子割

0

　その他 3

計 22

※５ 租税公課の内訳
　事業所税・事業税 12百万円

　源泉所得税・
　住民税利子割

3

　その他 1

計 17

※６ その他の内訳
  図書費 0百万円

  光熱水道費 0
  その他 14

計 14

※６ その他の内訳
  図書費 0百万円

  光熱水道費 0
  その他 4

計 5

※７ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、　
　   次のとおりであります。

　　　 投資事業組合運用益               11百万円

       投資事業組合運用損　　　　　　　643百万円

※７ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、　
　   次のとおりであります。

       投資事業組合運用損　　　　　　　  271百万円

　　　 経営指導料　　　　　　　　　　　　204百万円

　　　 貸付金利息　　　　　　　　　　　　 19百万円

　　　 支払利息　　　　　　　　　　　　　 39百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 1,105,275 1,638 534,677 572,236
　

(変動事由の概要) 

増減数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　　　　　　1,638株

株式交換による減少　　　　　　　　　　　　　　　      　　534,677株

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 572,236 921 ― 573,157
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　　　　　　  921株

　

(リース取引関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

前事業年度(平成20年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度(平成21年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産) 　

繰越欠損金 146百万円

子会社株式(エイチ・エス証券)
　　　　　　　　　　

418

ハーン銀行株式譲渡益 136

投資組合損失 320

システム障害損 75

証券事故損失 136

有価証券評価差額金 283

その他 13

繰延税金資産小計 1,530

評価性引当額 △1,530

繰延税金資産合計 ―

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産) 　

繰越欠損金 610百万円

子会社株式　　　　　　　　　　 1,471

関係会社株式 599

投資組合損失 172

システム障害損 75

証券事故損失 195

有価証券評価差額金 178

その他 10

繰延税金資産小計 3,314

評価性引当額 △3,314

繰延税金資産合計 ―

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整) 　

評価性引当金の増減 △60.77

交際費等永久に損金に算入されない
項目

△0.25

合併差益等永久に益金に算入され
ない項目

22.47

住民税均等割 △0.30

その他 △2.14

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.30
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整) 　

評価性引当金の増減 △40.63

交際費等永久に損金に算入されない
項目

△0.05

住民税均等割 △0.06

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.06
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額                       582円30銭１株当たり純資産額                       537円73銭

１株当たり当期純損失金額                   9円90銭１株当たり当期純損失金額                  50円96銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりま
せん。

同左

　
(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

　貸借対照表の純資産の部の合計(百万円) 23,514 21,713

　普通株式に係る純資産額(百万円) 23,514 21,713

　普通株式の発行済株式数(千株) 40,953 40,953

　普通株式の自己株式数(千株) 572 573

　１株当たり純資産額の算定に用いられた普通 
  株式の数(千株)

40,381 40,380

　

２　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　当期純損失(百万円) 399 2,057

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　当期純損失(百万円) 399 2,057

　普通株式の期中平均株式数(千株) 40,381 40,380

  希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
  株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜
  在株式の概要

潜在株式の種類
（新株予約権）
潜在株式の数
（　1,360個）

潜在株式の種類
（新株予約権）
潜在株式の数
（  1,290個）
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(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　子会社増資について 

　当社は、平成20年６月６日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるH.S. International (Asia) Limited

の増資を行うことを決定いたしました。 

１．増資の理由 

　H.S. International (Asia) Limitedは、財務体質の強化、当社グループの海外戦略の推進など資本政策の一環とし

て第三者割当増資を行い、当社はその全額を引受けます。

２．増資する会社の名称 

　H.S. International (Asia) Limited 

３．増資の概要 

　①　増資金額　　　　　　：　HK$40,411,462香港ドル（日本円550,000,000円相当） 

　②　発行新株式数　　　　：　40,411,462株 

　③　増資後発行済株式数　：　42,511,462株 

　④　発行価格　　　　　　：　１株につき金HK$１ 

　⑤　払込期日　　　　　　：　平成20年６月10日 

　⑥　割当先　　　　　　　：　当社 

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　
銘柄 株式数(株)

貸借対照表
計上額(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

Mobile Purse Global,Inc.325,000 531

㈱廣済堂 2,377,000 451

TRNコーポレーション㈱ 2,070 51

計 2,704,070 1,035

　

　【その他】

　
種類及び銘柄

投資口数等
(口)

貸借対照表
計上額(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

(投資事業有限責任組合契約等に基づく権利) 　 　

ラオックス投資事業有限責任組合 70,365 648

ソシエテ ジェネラル 2010年10月15日満
期 円建早期償還条項付A50チャイナ・ト
ラッカー連動社債

200 200

SIP知的創造投資事業有限責任組合 20 11

VL-１号投資事業組合 5 9

計 70,590 870

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
帳簿残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

器具備品 ― 0 ― 0 0 0 0

有形固定資産計 ― 0 ― 0 0 0 0

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウェア ― 9 ― 9 0 0 8

無形固定資産計 ― 9 ― 9 0 0 8

　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 1 1 0 ― 1

退職給付引当金 0 ― 0 ― ―

役員退職慰労引当金 21 ― ― ― 21
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 0

当座預金 4

普通預金 1,138

別段預金 2

小計 1,145

合計 1,145
　　　

b  関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

（子会社株式） 　

エイチ・エス証券株式会社 7,987

エイチ・エス・フューチャーズ株式会社 6,928

ハーン銀行（Khan Bank LLC） 858

エイチ・エス債権回収株式会社 500

H.S.International(Asia)Limited 578

株式会社エイチ・エスインベストメント 136

（関連会社株式） 　

エイチ・エス・アシスト株式会社 344

エイチ・エス損害保険株式会社 800

パワーアセットマネジメントリミテッド 25

九州産業交通ホールディングス株式会社 2,151

合計 20,310
　　

②　負債の部

　　関係会社短期借入金

区分 金額(百万円)

エイチ・エス・フューチャーズ株式会社 2,800

合計 2,800

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

澤田ホールディングス株式会社(E03770)

有価証券報告書

 97/104



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 当分の間無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告により行ないます。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであり
ます。
http://www.sawada-holdings.co.jp/

株主に対する特典 なし

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第51期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日) 平成20年６月30日関東財務局長に提出。

　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第50期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日) 平成20年５月21日関東財務局長に提出。

事業年度　第50期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日) 平成20年７月３日関東財務局長に提出。

事業年度　第51期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日) 平成20年10月24日関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第52期第１四半期(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日) 平成20年８月13日関東財務局長に提

出。

第52期第２四半期(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日) 平成20年11月13日関東財務局長に提

出。

第52期第３四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日) 平成21年２月12日関東財務局長に提

出。

　

(4) 四半期報告書の訂正報告書、四半期報告書の訂正報告書の確認書

第52期第１四半期(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日) 平成20年10月24日関東財務局長に提

出。    

　

(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(監査法人の異動)の規定に基づく臨時報告

書　平成20年５月21日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書

　平成21年１月30日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日

澤田ホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　樽　　本　　修　　平　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　清　　吾　　㊞

　 　 　
指定社員 
業務執行社員 　

公認会計士　　成　　田　　智　　弘　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている澤田ホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、澤田ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　　　　　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

　　 ２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月29日

澤田ホールディングス株式会社

取締役会　御中

清和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　筧　　　　　悦　　生　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　江　　黒　　崇　　史　　㊞

　 　 　
指定社員
業務執行社員 　

公認会計士　　木　　村　　　　　喬　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている澤田ホールディングス株式会社の平成20年４月1日から平成21年３月31日までの連結会計年
度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ
・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当
監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、澤田ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ
て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
　　
＜内部統制監査＞
　 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、澤田ホールディン
グス株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を
整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から
内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の
記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、澤田ホールディングス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効
であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内
部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
　
　 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

　　 ２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日

澤田ホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　樽　　本　　修　　平　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　清　　吾　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　成　　田　　智　　弘　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている澤田ホールディングス株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第51期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、澤田ホールディングス株式会社の平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金を、従来、支給時の費用として処理していた

が、当事業年度より内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　　 ２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月29日

澤田ホールディングス株式会社

取締役会　御中

清和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　筧　　　　　悦　　生　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　江　　黒　　崇　　史　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　木　　村　　　　　喬　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている澤田ホールディングス株式会社の平成20年４月1日から平成21年３月31日までの第52期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、澤田ホールディングス株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　　 ２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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